
 
  

【表紙】

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成19年６月28日

【事業年度】 第109期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)

【会社名】 日本甜菜製糖株式会社

【英訳名】 Nippon Beet Sugar Manufacturing Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長  小 笠 原 昭 男

【本店の所在の場所】 東京都港区三田三丁目12番14号

【電話番号】 03-6414-5522

【事務連絡者氏名】 管理部長  相 川   繁

【最寄りの連絡場所】 北海道河西郡芽室町東芽室基線29

【電話番号】 0155-61-3134

【事務連絡者氏名】 経理部長  沖   有 康

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 46,459 47,709 49,679 52,907 55,559

経常利益 (百万円) 2,050 1,714 1,662 1,813 2,822

当期純利益 (百万円) 1,101 1,278 1,457 1,357 1,567

純資産額 (百万円) 50,125 54,144 55,423 60,571 59,558

総資産額 (百万円) 78,206 89,689 95,257 101,816 94,610

１株当たり純資産額 (円) 332.79 364.05 373.06 410.64 406.86

１株当たり当期純利益 (円) 7.10 8.37 9.63 8.99 10.65

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 64.1 60.4 58.2 59.5 63.0

自己資本利益率 (％) 2.2 2.5 2.7 2.3 2.6

株価収益率 (倍) 22.0 24.3 27.2 37.7 32.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,625 △255 1,352 9,636 3,957

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,115 △3,888 △5,451 △2,316 △4,788

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,451 2,804 3,209 △3,803 △5,558

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 12,910 11,570 10,680 14,197 7,808

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
766

〔190〕

725

〔158〕

709

〔142〕

701

〔118〕

672

〔107〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 44,094 45,340 47,195 50,463 53,133

経常利益 (百万円) 1,849 1,533 1,325 1,579 2,614

当期純利益 (百万円) 956 1,081 1,211 1,175 1,448

資本金 (百万円) 8,279 8,279 8,279 8,279 8,279

発行済株式総数 (株) 153,256,428 153,256,428 153,256,428 153,256,428 153,256,428

純資産額 (百万円) 47,854 51,603 52,630 57,730 56,624

総資産額 (百万円) 75,486 86,706 92,696 99,291 92,149

１株当たり純資産額 (円) 317.71 346.97 354.25 391.37 386.82

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(―)

5.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 6.15 7.07 7.99 7.77 9.85

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 63.4 59.5 56.8 58.1 61.4

自己資本利益率 (％) 2.0 2.2 2.3 2.1 2.6

株価収益率 (倍) 25.4 28.7 32.8 43.6 34.6

配当性向 (％) 81.3 70.7 62.6 64.4 50.8

従業員数 
〔外、平均臨時 
雇用者数〕

(名)
684

〔142〕

646

〔100〕

625

〔78〕

612

〔63〕

587

〔43〕



２ 【沿革】 

 
  

大正８年６月 資本金250万円で北海道製糖㈱設立

大正９年４月 資本金250万円で旧日本甜菜製糖㈱設立

大正９年12月 北海道製糖㈱帯広工場完成

大正10年10月 旧日本甜菜製糖㈱清水工場完成

大正12年４月 資本金150万円で十勝鉄道㈱設立(現・連結子会社)

大正12年６月 明治製糖㈱は旧日本甜菜製糖㈱を合併

大正13年２月 十勝鉄道㈱は鉄道運輸営業を開始

昭和11年10月 明治製糖㈱士別工場完成

昭和13年10月 資本金５万円でホクトイースト㈱設立(現・連結子会社）

昭和19年２月 北海道製糖㈱は明治製糖㈱の傘下に入る

昭和19年９月 北海道製糖㈱は北海道興農工業㈱に社名を変更

昭和22年９月 北海道興農工業㈱は日本甜菜製糖㈱に社名を変更

昭和24年５月 東京証券取引所に株式上場

昭和27年９月 清水工場でイーストの集中生産を開始、下関精糖工場完成

昭和34年10月 美幌製糖所完成

昭和35年４月 札幌支社を新設

昭和35年７月 本社を東京都中央区京橋へ移転

昭和36年５月 ホクトイースト㈱は社名をニッテン商事㈱に変更

昭和36年10月 十勝鉄道㈱は貨物自動車運送事業を開始

昭和37年２月 帯広製糖所構内に配合飼料工場新設

昭和37年９月 清水工場構内に紙筒工場新設

昭和45年10月 芽室製糖所完成

昭和46年12月 資本金1,000万円でスズラン企業㈱設立(現・連結子会社)

昭和47年８月 スズラン企業㈱は帯広市でボウリング場の営業を開始

昭和47年11月 スズラン企業㈱は石油類の販売を開始

昭和52年３月 帯広製糖所を廃止

昭和57年10月 総合研究所発足

平成３年10月 ラフィノース・ベタインの生産を開始

平成10年10月 スズラン企業㈱は旧帯広製糖所跡地でボウリング場をメインとするレジャー施設

およびガソリンスタンドの営業を開始

平成10年11月 旧帯広製糖所跡地に賃貸用商業施設「ニッテンスズランプラザ」完成

平成12年12月 西日本製糖㈱に50％資本参加(現・持分法適用会社、平成13年４月より関門製糖㈱

に社名変更、精糖の共同生産を開始)

平成13年３月 下関精糖工場を閉鎖

平成16年１月 ＤＦＡⅢの生産を開始

平成16年３月 千葉市美浜区に物流センター完成

平成16年８月 本社を中央区京橋から港区三田へ移転

平成16年９月 「ニッテンスズランプラザ」の南側隣接地に複合型商業施設「フレスポ・ニッテ

ン」完成

平成19年３月 北海道芽室町にビジネスセンター完成



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社３社および関連会社２社により構成されており、その事業は、ビート

糖、精糖、イースト、オリゴ糖等機能性食品、配合飼料、紙筒等の製造販売、物流を主な内容とし、更に

不動産事業、石油類・自動車部品の販売、スポーツ施設ならびに書店の経営を行っております。 

当社グループの事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりでありま

す。 

なお、次の５部門は「第５ 経理の状況 １ (1) 連結財務諸表 注記」に掲げる事業の種類別セグメ

ント情報の区分と同一です。 

砂糖事業 

ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガーは当社が製造(精糖および精糖蜜は平成13

年４月より関門製糖㈱に製造を委託)し、販売代理店を通じて各得意先に販売しており、うち一部を子

会社ニッテン商事㈱を通じて販売しております。なお、ビート糖製造の燃料である石油類の一部を子会

社スズラン企業㈱から購入し、また、ビート糖原材料および製品ビート糖の輸送の一部を子会社十勝鉄

道㈱が行っております。 

子会社ニッテン商事㈱は砂糖等の仕入れ販売を行っております。 

その他食品事業 

イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢなどは、当社が製造し販売しており、うち一部を子会

社ニッテン商事㈱を通じて販売しております。 

子会社ニッテン商事㈱は食品の仕入れ販売を行っております。 

農畜産事業 

配合飼料、ビートパルプ、紙筒は当社が製造し販売しております。 

なお、配合飼料の輸送の一部を子会社十勝鉄道㈱が行っております。 

種子、調整泥炭は当社が製造し販売しております。 

農業機材は当社が仕入れ販売しております。 

不動産事業 

当社及び子会社スズラン企業㈱は、社有地に商業施設等を建設し賃貸するなどの不動産事業を行って

おります。 

その他の事業 

子会社十勝鉄道㈱は、貨物輸送事業を行っており、当社のビート糖原材料、製品ビート糖および配合

飼料の輸送の一部を行っております。また、倉庫業（主に当社製品ビート糖の保管業務）を行っており

ます。 

子会社スズラン企業㈱は、石炭・石油類の販売を行っており、その一部を当社へ販売しております。

また、保険代理業、書店およびボウリング場等の営業も行っております。 

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 所有割合欄の(内書)は間接所有であります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

５ ニッテン商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％

を超えております。 

 
  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(百万円)

主要な事業
の内容

所有割合(％) 関係内容

(連結子会社)

十勝鉄道㈱  
北海道 
帯広市

15 その他の事業 100

当社製品、原材料の一部を運送・保
管、当社の土地、十勝鉄道㈱の設備
の一部を賃貸借 
役員の兼任２名

スズラン企業㈱
北海道 
帯広市

10
不動産事業
その他の事業

100
(25)

スズラン企業㈱から燃料(石炭・石油
類)の一部を購入、債務の保証 
当社の土地および建物の一部を賃貸 
役員の兼任２名

ニッテン商事㈱  
(注)３、５

千葉県 
千葉市 
美浜区

18
砂糖事業
その他食品事業

100

当社製品の一部を販売 
ニッテン商事㈱から商品の一部を購
入 
役員の兼任１名

(持分法適用関連会社)

関門製糖㈱
福岡県 
北九州市 
門司区

1,000 砂糖事業 50
精糖および精糖蜜の製造を委託 
資金の貸付、借入債務の保証 
役員の兼任５名

 主な損益情報等 ①売上高    10,895百万円

②経常利益     72百万円

③当期純利益    43百万円

④純資産額     303百万円

⑤総資産額    1,213百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は日本甜菜製糖従業員組合と称し、平成19年３月31日現在の組合員数は325名であり

ます。上部団体には加入しておらず、会社と組合との間に現在特記すべきものはありません。 

なお、連結子会社(３社)においては、労働組合は組織されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

砂糖事業
318

〔43〕

その他食品事業 70

農畜産事業 147

不動産事業 1

その他の事業
79

〔64〕

全社(共通) 57

合計
672

〔107〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

587
〔43〕

43.3 21.2 6,529,440



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度のわが国経済は、個人消費に伸び悩みが見られるものの、企業収益の改善や設備投資

の増加などに支えられ、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

  砂糖業界におきましては、需要喚起の各種取組みが実施されておりますが、安価な加糖調製品の輸入

増加、嗜好の変化などから、需要の減少が懸念される状況が依然として続いております。 

また、高値圏で始まった海外砂糖相場が下落したことを受け、下期に入り国内砂糖市況は軟化して当

期を終了いたしました。 

 このような状況のもと、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比5.0％増の55,559百万円とな

り、経常利益は前連結会計年度比55.6％増の2,822百万円となりました。当期純利益は、前連結会計年

度比15.5％増の1,567百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。 

＜砂糖事業＞ 

海外砂糖相場は、原油高の影響によるサトウキビを原料とするエタノール生産の増加等を背景に、期

初19.28セント（ニューヨーク粗糖現物相場、ポンド当たり）の高値圏で始まりましたが、国際糖価の

上昇を受けて、ブラジル・アジア地域等の主要生産国での作付面積の増加による増産予想や砂糖市場か

らの投機資金の引き上げ等から下落し、11.03セントで当期を終えました。  

一方、国内砂糖市況は期初156円～157円（東京精糖上白現物相場、キログラム当たり）で始まりまし

たが、11月には海外相場の下落を受け154円～155円になり、そのまま当期を終えました。 

ビート糖は、平成17年産および平成18年産の生産が減少したことを受け販売量が減少しましたが、国

内砂糖市況の上昇による販売価格の上昇もあり、売上高は前連結会計年度比6.8％増となりました。 

精糖は夏期の天候不順、暖冬の影響等もあり、販売量は前期を下回りましたが、国内砂糖市況の上昇

により、売上高は前連結会計年度を8.9％上回りました。 

これら砂糖事業の売上高は、39,265百万円（前連結会計年度比7.1％増）となり、営業利益は1,574

百万円（前連結会計年度は17百万円の営業損失）となりました。 

＜その他食品事業＞ 

  イーストは、販売量、売上高とも前連結会計年度並となりましたが、培養の主原料である糖蜜の高騰

並びに燃料等コストの上昇より、収益は悪化しました。 

  オリゴ糖等機能性食品はラフィノース、ベタイン等が、生産量の減少を受けて販売量が減少いたしま

した。 

  その他食品事業の売上高は、2,667百万円（前連結会計年度比3.0％減）となり、66百万円の営業損失

（前連結会計年度は211百万円の営業利益）となりました。 

＜農畜産事業＞ 

  配合飼料は、乳牛用に特化していることもあり、生乳の生産調整の影響を受け、販売量は前期を下回

りましたが、売上高は原材料価格の高騰を受けた価格改定により、前連結会計年度を上回りました。 

  ビ－トパルプは、平成18年産原料甜菜の減少により減産となり、販売量、売上高とも前連結会計年度

を下回りました。 



  紙筒（移植栽培用育苗鉢）は、ビート用の販売数量が減少しましたが、そ菜用が好調だったこともあ

り、販売量、売上高とも前連結会計年度を上回りました。 

  農業機材の売上高は、ほぼ前期並となりました。 

  農畜産事業の売上高は10,279百万円（前連結会計年度比1.2％増）となり、営業利益は618百万円（前

連結会計年度比40.4％減）となりました。 

＜不動産事業＞ 

  不動産事業につきましては、おおむね順調に推移いたしました。 

  不動産事業の売上高は1,328百万円（前連結会計年度比1.3％増）となり、営業利益は、726百万円

（前連結会計年度比12.9％増）となりました。   

＜その他の事業＞ 

  その他の事業の売上高はほぼ前連結会計年度並の2,016百万円となり、営業利益は50百万円(前連結会

計年度比3.0％増）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、3,957百万円の収入となり、前連結

会計年度に比べ、5,679百万円の減少となりました。 

これは、主に仕入債務の減少により1,353百万円、法人税等の支払額が1,118百万円それぞれ支出増と

なったこと、また、たな卸資産の減少額が前連結会計年度に比べ2,580百万円少なかったことによるも

のであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、4,788百万円の支出となり、前連結

会計年度に比べ、2,471百万円の支出増となりました。 

これは、主に有価証券の取得及び売却の収支差により2,995百万円の支出増となったことによるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、5,558百万円の支出となり、前連結

会計年度に比べ、1,755百万円の支出増となりました。 

これは、主に短期及び長期借入金の収支差により1,732百万円の支出増となったことによるものであ

ります。 

  

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

6,389百万円減少し、7,808百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は、期中の平均販売価格に生産数量を乗じて算出しております。 

２ 不動産事業の主な内容は、不動産賃貸等のため、記載しておりません。 

３ その他の事業の主な内容は、輸送サービス等のため、記載しておりません。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
 (注)前連結会計年度の三菱商事㈱については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略しております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

砂糖事業 39,343 ＋4.0

その他食品事業 2,421 △0.5

農畜産事業 10,614 △0.6

合計 52,379 ＋2.8

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

砂糖事業 39,265 ＋7.1

その他食品事業 2,667 △3.0

農畜産事業 10,279 ＋1.2

不動産事業 1,328 ＋1.3

その他の事業 2,016 △0.1

合計 55,559 ＋5.0

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱明治フードマテリア 23,815 45.0 26,028 46.8

三菱商事㈱ ― ― 5,736 10.3



３ 【対処すべき課題】 

現在の砂糖業界は、歯止めのかからない加糖調製品の流入、消費者の低甘味嗜好等により、需要の低迷

が続いております。 

 一方、貿易の自由化に向けたＷＴＯ（世界貿易機関）、ＥＰＡ（経済連携協定）／ＦＴＡ（自由貿易協

定）の動きが活発化しており、とりわけ農業分野では厳しい交渉が行われております。 

 また、制度面においては、平成19年４月より「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」が施行されま

した。農業所得の確保、国内産糖製造事業の経営安定という制度の趣旨は継承しつつ、市場の需給事情を

反映した原料作物価格の形成と、国内産糖事業者に対するコスト削減要請の強化が図られ、糖業者には従

来にも増したコスト削減が求められています。 

当社グループといたしましては、厳しい企業環境に対処するため、競争力の強化を中長期的な重点課題

として取り組んでおります。 

  

品質競争力の強化 

    品質管理の徹底を図り、安全で高品質の製品を生産し、品質面での優位性を確保します。 

コスト競争力の強化 

    原材料・需要品調達段階でのコスト削減、製造工程でのコスト削減、効率的投資による省エネ・合

理化、流通体制の効率化等により、コスト削減を推し進めます。 

  営業競争力の強化 

    各営業所を通じたユーザーサポートを一層きめ細やかに展開し、競争力アップを図ります。また、

ユーザーニーズの多様化、流通形態の変化などに対応できる態勢作りを進めます。 

企業競争力の強化 

 長年の研究により培われたバイオ技術を具体化し、新規事業の開発と既存事業の裾野拡大を図って

まいります。 

  

（会社の支配に関する基本方針） 

当社は「開拓者精神を貫き社会に貢献しよう」の社是のもと、北海道寒地農業の振興と国内甘味資源自

給率確保の社会的使命を企業理念として、主業のビート糖事業を中心に公益性の高い事業を営んでおりま

す。 

甜菜(ビート)は、北海道の畑作農業において欠くことのできない基幹作物の一つであり、ビート糖事業

には原料生産者をはじめ多くのステークホルダーが存在しており、企業利潤追求の枠を超えて、長期的か

つ安定的に事業を継続することが求められております。 

ビート糖事業は、天候に大きく左右されることはもとより、ＷＴＯ、ＥＰＡ／ＦＴＡにおける農業交渉

など、国際的な政策変動にも大きく影響を受ける状況となっており、今後予想される厳しい企業環境を見

据え、財務体質の強化と事業基盤の拡大を図っていかなければなりません。 

従いまして、当社は、当社の財務および事業の決定を支配する者は、事業の社会性を考慮したうえ、

様々なステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を、中長期的に

確保・向上させる者でなければならないと考えております。 

一方、利得権益獲得のみを追求して大量買付け行為を行う者、あるいは中長期的な経営方針に関する情

報を充分提供せずに大量買付け行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として

適切ではないと考えます。 

なお、「会社を支配する者の在り方」は、最終的には、当社の経営基本方針と大量買付け行為を行う者

の経営方針を勘案のうえ、株主の皆様の判断により決定されるべきものと考えておりますので、現時点で



は具体的な買収防衛策は導入いたしません。 

但し、株主の皆様が判断するに当たり、大量買付け行為を行う者が、必要な時間と充分な情報を提供し

ない場合などは、相当な対抗措置を講ずる必要がありますので、買収防衛策の導入について今後とも検討

を続けてまいります。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社グループは、売上高の約７割を砂糖事業が占めており、他の事業におきましても、ほとんどが砂糖

事業に付随、または関連する事業から成り立っております。 

従いまして、砂糖事業における以下のようなリスクが、当社グループの経営成績等に重要な影響を及ぼ

すと考えております。 

なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

①農業政策の影響に関するもの 

主力のビート糖部門は、国が策定する食料自給率の達成、北海道寒地農業の振興、砂糖の安定的な供

給を使命として遂行されており、「砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律」等、国の農業政策に大き

く関わっております。 

ＷＴＯ（世界貿易機関）やＥＰＡ（経済連携協定）／ＦＴＡ（自由貿易協定）における交渉の帰趨が

農業政策にも大きく反映される可能性が高く、砂糖事業の業績に大きな影響が出ることが考えられま

す。 

②原料甜菜の生産状況に関するもの 

原料甜菜の収量、糖分、品質は天候に大きく左右され、その結果、ビート糖部門の収益は、大幅に変

動する可能性があります。 

③輸入粗糖の価格変動に関するもの 

精製糖の原料である輸入粗糖は、海外原糖相場や為替相場の影響を受け、調達価格が大きく変動する

ことがあります。また、精製糖の販売価格は、基本的には輸入粗糖の調達価格の変動に準じた動きをし

ます。 

現在、国内砂糖市況は、昨年の海外原糖相場の高騰により高値で推移しておりますが、海外原糖相場

に連動し販売価格が低下した場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

当社は、主業である甜菜糖業の基盤強化と新規事業の開発、副業部門の拡大拡充を図るために、総合研

究所（北海道帯広市）を設け、甜菜と製糖技術を中心とした基礎研究のほか、各種の応用研究、開発研究

を積極的に取り組んでおります。 

なお、連結子会社は研究開発活動は行っておりません。 

当連結会計年度における研究開発費の総額は631百万円であります。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

（1） 砂糖事業 

甜菜関連では、主として耐病性品種の育成や、軽量育苗培地など省力化栽培の研究開発に取り組んでお

ります。また、製糖技術に関する基礎研究を継続的に進めていると共に、二酸化炭素削減を目的とするバ

イオマス利用で、甜菜を原料としたバイオエタノールの研究を行っております。 

当事業にかかる研究開発費の総額は217百万円であります。 

  

（2） その他食品事業 

甜菜副産物関連では、新規有用成分の検索およびその回収技術確立を目指し研究を重ねると共に、既に

商品化しているベタイン及びラフィノースの増産研究などについても鋭意取り組んでおります。また、ビ

ートパルプから植物性セラミドやステロール配糖体など付加価値の高い物質の商品化に向けて検討してお

ります。この他、当社のバイオ技術と分離精製技術を組み合わせた新規素材の開発について、外部研究機

関、企業などと連携して研究を進めております。 

イースト関連では、パン用新菌株の開発とともに、乾燥酵母については清酒用酵母に引き続き、焼酎、

味噌、醤油などについて商品化開発を進めております。その他、バイオテクノロジー分野の研究開発に取

り組むと共にアグリバイオの研究にも着手しております。 

当事業にかかる研究開発費の総額は134百万円であります。 

  

（3） 農畜産事業 

農業機械関連では、株間の長い新規格紙筒を商品化し、株間を調節できる簡易な移植システムの普及を

進めております。また、ペーパーポットの移植システムに不可欠な土詰・播種機器類では適応紙筒規格を

拡大させ、その充実を図っております。 

飼料関連では、ＤＦＡⅢを始め、ラフィノース、ベタイン、イーストを利用した機能性を有する飼料

や、製糖副産物を有効に活用した飼料の開発を主体に取り組んでおります。また、ユーザーの生産技術を

サポートするために粗飼料分析や飼料設計などのシステム開発を行っております。 

当事業にかかる研究開発費の総額は279百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）当連結会計年度の経営成績の分析 

砂糖業界におきましては、安価な加糖調製品の輸入の増加、嗜好の変化等による需要の低迷・減少が

懸念される状況が依然として続いております。 

主業の砂糖事業におきましては、ビート糖部門において、生産が減少したことを受け販売量が減少し

ましたが、国内砂糖市況の上昇より、売上高、利益とも前期を上回りました。一方、精糖部門におきま

しては、販売量は前期を下回りましたが、国内砂糖事業の上昇により売上高は前期を上回りました。 

その他食品事業、農畜産事業におきましては、売上高はほぼ前年並みでしたが、利益は減少しており

ます。不動産事業につきましては概ね順調に推移いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は前連結会計年度比5.0％増の55,559百万円となり、経常利

益は前連結会計年度比55.6％増の2,822百万円となりました。当期純利益は、前連結会計年度比15.5％

増の1,567百万円となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、3,957百万円の収入となり、前連結

会計年度に比べ、5,679百万円の減少となりました。これは、主に仕入債務の減少により1,353百万円、

法人税等の支払額が1,118百万円それぞれ支出増となったこと、また、たな卸資産の減少額が2,580百万

円少なかったことによるものであります。 

また、投資活動によるキャッシュ・フローは、4,788百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ、

2,471百万円の支出増となりました。これは、主に有価証券の取得及び売却の収支差により2,995百万円

の支出増となったことによりものであります。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、5,558百万円の支出となり、前連結会計年度に比べ、

1,755百万円の支出増となりました。これは、主に短期及び長期借入金の収支差により1,732百万円支出

増となったことによるものであります。 

以上の結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ

6,389百万円減少し、7,808百万円となりました。 

  

（３）問題認識と今後の方針について 

主業の砂糖事業を取りまく環境は、加糖調製品の増勢、消費者の低甘味嗜好等による需要の低迷な

ど、引き続き厳しい状況が続いております。国内産糖事業者には、従来にも増したコスト削減が求めら

れています。 

当社グループといたしましては、まずは砂糖事業について収益基盤の安定と強化を図るべく、製造、

販売、管理それぞれのコストの更なる低減、効率的な物流及びユーザーサポートの充実を図ってまいり

ます。 

また、ＤＦＡⅢに続く新素材の開発及び事業化、並びにその市場開拓を推し進めるとともに、甜菜を

取り扱う当社の強みを生かした農畜産関連商品の品揃えを充実させ、販売体制の強化に取り組んでまい

ります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社および連結子会社）においては、砂糖事業、その他食品事業および農畜産事業はコス

ト削減・製造工程改善に重点をおいて設備投資を行い、当連結会計年度は、1,848百万円の設備投資を実施

しました。 

 砂糖事業においては、当社において原料受入システムの改善を図るため、原料計量データ処理システム更

新83百万円、製品品質向上を図るため、製品分蜜機更新163百万円を中心に設備投資を行い、砂糖事業とし

ては1,009百万円の設備投資を実施しました。 

 その他食品事業においては、当社において製品品質向上を中心に設備投資を行い、その他食品事業として

は81百万円の設備投資を実施しました。 

 農畜産事業においては、当社において新製品製造を中心に設備投資を行い、農畜産事業としては249百万

円の設備投資を実施しました。 

 その他の事業においては、連結子会社において貨物自動車老朽更新57百万円を中心に設備投資を行い、そ

の他の事業としては65百万円の設備投資を実施しました。 

 また、全社においては、管理部門合理化のためビジネスセンター建設354百万円を中心に設備投資を行

い、全社としては395百万円の設備投資を実施しました。 

 なお、所要資金については、自己資金によっております。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 金額は有形固定資産の帳簿価額で建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 土地の〔外書〕は、連結会社以外からの賃借しているものであります。 

３ 本社の項に記載した土地には本社所在地以外に所在するものも含まれており、その主なものは山口県下関市

21,100.84㎡、千葉県千葉市7,806㎡であります。 

４ 本社のうち、土地（山口県下関市）21,100㎡をダイキ㈱に、建物（東京都港区）3,119㎡をオフィスビルと

して賃貸しております。 

５ 札幌支社のうち、土地5,396㎡を北海道住宅供給公社に、土地6,282㎡と建物2,997㎡を㈱西友に賃貸してお

ります。 

６ 帯広配合飼料工場のうち、土地66,115㎡と建物42,306㎡を㈱イトーヨーカ堂に、土地1,800㎡と建物734㎡を

㈱イエローハットに、土地76,594㎡と建物31,840㎡を大和リース㈱に、土地4,280㎡を㈶北海道医療団帯広

第一病院に賃貸しております。 

７ 清水バイオ事業所のうち、土地23,150㎡と建物6,878㎡を㈱いちまるに賃貸しております。 

８ 現在休止中の主要な設備はありません。 

９ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

芽室製糖所 外 
(北海道芽室町)

砂糖事業 
その他食品
事業 
農畜産事業 
全社共通

ビート糖・ビ
ート糖蜜・ビ
ートパルプ・
ラフィノース
等生産設備

2,271 3,813

1,295
(1,400,381.97)
［18,225.83］

90 7,470
131

〔13〕

美幌製糖所 
(北海道美幌町)

砂糖事業 
農畜産事業

ビート糖・ビ
ート糖蜜・ビ
ートパルプ生
産設備

955 2,133

234
(518,705.22)

［564.64］
32 3,355

80
〔8〕

士別製糖所 
(北海道士別市)

砂糖事業 
その他食品
事業 
農畜産事業

ビート糖・ビ
ート糖蜜・ビ
ートパルプ・
ラフィノース
等生産設備

748 806

309
(745,838.27)
［50,179.95］

23 1,888
87

〔22〕

清水バイオ事業
所 外 
(北海道清水町)

その他食品
事業 
農畜産事業 
不動産事業

イースト・Ｄ
ＦＡⅢ等・紙
筒生産設備 
不動産賃貸施
設

828 595

4
(367,445.58)

［57.90］
25 1,454 99

帯広配合飼料工
場 
(北海道帯広市)

農畜産事業 
不動産事業

配合飼料生産
設備 
不動産賃貸施
設

5,935 253

281
(555,571.67)

［90.70］
51 6,522 44

総合研究所 
(北海道帯広市)

その他食品
事業 
農畜産事業 
全社共通

研究開発施設 143 39
33

(743,553.51)
40 257 32

札幌支社 外
(北海道札幌市 
中央区外)

砂糖事業 
農畜産事業 
不動産事業 
全社共通

種子・調整泥
炭生産設備 
不動産賃貸施
設 
その他設備

266 95
122

(312,034.47)
［16,151.00］

7 492 17

本社 外 
(東京都港区外)

砂糖事業 
不動産事業 
全社共通

不動産賃貸施
設 
その他設備

1,158 171
2,970

(34,333.59)
9 4,309 97



(2) 国内子会社 

(平成19年３月31日現在) 

 
(注) １ 金額は有形固定資産の帳簿価額で建設仮勘定は含んでおりません。 

２ スズラン企業㈱のうち、建物1,818㎡を㈱カネマツに賃貸しております。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員であります。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。 

  

会社名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名)

建物
及び 
構築物

機械装置
及び 
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

十勝鉄道㈱ 
(北海道帯広市)

その他の事
業

倉庫及び 
輸送設備

354 337
1

(21,963.64)
6 699

42
〔40〕

スズラン企業㈱ 
(北海道帯広市)

不動産事業 
その他の事
業

石油類販売 
及び 
スポーツ施設
等

268 34
―

(―)
8 311

30
〔24〕

ニッテン商事㈱ 
(千葉県千葉市 
 美浜区)

砂糖事業 
その他食品
事業 
その他の事
業

事務所兼倉庫 56 4
41

(491.81)
1 103 13

会社
名

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメント 
の名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出 

会社

美幌製糖所 
（北海道美幌町）

農畜産事業
パルプ蒸気乾燥
設備新設

1,737 ― 自己資金
平成19年

8月
平成21年 

10月

生産能力には影
響を及ぼしませ
ん。

砂糖事業
計量データ処理
システム更新

45 ― 自己資金
平成19年

4月
平成19年 

10月

生産能力には影
響を及ぼしませ
ん。

砂糖事業
クロマト工程制
御装置更新

30 ― 自己資金
平成19年

4月
平成19年 

10月

生産能力には影
響を及ぼしませ
ん。

士別製糖所 
（北海道士別町）

砂糖事業
計量データ処理
システム更新

55 ― 自己資金
平成19年

4月
平成19年 

10月

生産能力には影
響を及ぼしませ
ん。

砂糖事業
製造工程制御装
置更新

42 ― 自己資金
平成19年

4月
平成19年 

10月

生産能力には影
響を及ぼしませ
ん。



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) 昭和60年10月１日～昭和61年５月22日における転換社債の株式転換による増加であります。  

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 153,256,428 同左
東京証券取引所
市場第一部

―

計 153,256,428 同左 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成61年９月30日(注) 62,961 153,256,428 7 8,279 7 8,404



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式6,873,493株は「個人その他」に6,873単元、「単元未満株式の状況」に493株含まれております。 

なお、自己株式6,873,493株は、株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有残高は、

6,872,493株であります。 

２ 上記「その他の法人」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 当社は自己株式6,872,493株(4.48％)を保有しておりますが、大株主の状況からは除外しております。 

２ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行㈱信託口    4,870千株 

   日本マスタートラスト信託銀行㈱信託口        2,710 〃 

  

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 56 46 188 77 22 18,804 19,193 －

所有株式数 
(単元)

─ 48,754 1,914 27,205 8,680 12 65,189 151,754 1,502,428

所有株式数 
の割合(％)

─ 31.81 1.25 17.77 5.67 0.01 43.49 100 －

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

明治製菓㈱ 東京都中央区京橋２－４－１６ 11,458 7.48

㈱みずほ銀行 
（常任代理人 資産管理サービ
ス信託銀行㈱）

東京都千代田区内幸町１－１－５
（東京都中央区晴海１－８－１２）

7,292 4.76

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 6,633 4.33

ニッテン共栄会 東京都港区三田３－１２－１４ 5,607 3.66

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－１３－２ 5,149 3.36

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱信託口

東京都中央区晴海１－８－１１ 4,870 3.18

明治乳業㈱ 東京都江東区新砂１－２－１０ 3,250 2.12

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 2,776 1.81

日本マスタートラスト信託銀行
㈱信託口

東京都港区浜松町２－１１－３ 2,710 1.77

日本通運㈱ 東京都港区東新橋１－９－３ 2,702 1.76

計 ― 52,451 34.22



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の中には、㈱証券保管振替機構名義の株式が23,000株(議決権23個)含まれてお

ります。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式493株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めております。 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式6,872,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

144,882,000
144,882 ―

単元未満株式
普通株式
1,502,428

― ―

発行済株式総数 153,256,428 ― ―

総株主の議決権 ― 144,882 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本甜菜製糖株式会社

東京都港区三田３―12―14 6,872,000 ─ 6,872,000 4.48

計 ― 6,872,000 ─ 6,872,000 4.48



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

会社法第155条第７号による取得 

 
(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

   
(注) 当期間における保有自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

り及び買増しによる株式数は含めておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(18年12月19日)での決議状況 
(取得期間18年12月20日～19年３月31日)

1,000,000 400,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 324,893,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ─ 75,107,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ─ 18.8

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) ─ ─

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 64,471 22,318,512

当期間における取得自己株式 5,055 1,698,750

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額 
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(単元未満株式の買増) 4,720 1,618,915 ─ ─

保有自己株式数 6,872,493 ― 6,877,548 ―



３ 【配当政策】 

当社は、株主への適切な利益還元を経営上の重要な政策と位置づけ、財務体質の強化と事業基盤の拡大

を図りつつ、安定的な配当を継続することを基本方針としております。 

当社の剰余金の配当は期末配当の年一回を基本的な方針としております。配当の決定機関は株主総会で

あります。 

当期の配当金につきましては、砂糖業界を取り巻く環境が依然として厳しく、先行き予断を許さない状

況でありますので、上記の方針に従い、１株につき５円の配当といたしました。 

内部留保金につきましては、将来にわたる企業体質の強化及び事業の拡大に備え、設備の新設、更新等

の資金需要に有効に活用していきたいと存じます。 

  

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株あたり配当額（円）

平成19年６月28日 
定時株主総会

731              ５ 

回次 第105期 第106期 第107期 第108期 第109期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 174 224 296 407 396

最低(円) 140 152 172 232 301

月別
平成18年 
10月

11月 12月
平成19年
１月

２月 ３月

最高(円) 367 354 331 366 374 360

最低(円) 344 306 314 318 343 336



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
取締役会長

松 久 直 史 昭和13年１月７日生

昭和35年４月 当社入社

(注)２ 103

平成５年６月 総務部長

平成６年６月 取締役就任 人事部長 秘書室長

兼任

平成10年６月 常務取締役就任 総務部・人事

部・秘書室管掌

平成12年６月 経理部兼掌

平成13年６月 代表取締役就任(現任) 

取締役社長就任

平成18年６月 取締役会長就任(現任)

代表取締役 
取締役社長

小笠原 昭 男 昭和17年３月10日生

昭和39年４月 当社入社

(注)２ 56

平成10年６月 開発業務部長

平成12年６月 取締役就任 下関精糖工場長

平成13年６月 企画部担当

平成15年６月 常務取締役就任 企画部管掌

平成16年６月 人事部管掌 人事部長兼掌

平成17年６月 専務取締役就任

平成18年６月 代表取締役就任(現任) 

取締役社長就任(現任)

専務取締役

販売部・財
務企画室・
飼 料 事 業
部・紙筒事
業部・札幌
支社管掌

相 原 英 樹 昭和17年９月８日生

昭和40年４月 当社入社

(注)２ 31

平成10年６月 企画部長

平成14年６月 取締役就任 美幌製糖所長

平成16年６月 販売部長 飼料事業部・紙筒事業

部担当

平成17年６月 常務取締役就任 

販売部・飼料事業部・紙筒事業部

管掌(現任)

平成18年６月 企画部管掌 札幌支社長兼掌

平成19年４月 財務企画室管掌(現任)

平成19年６月 専務取締役就任(現任) 

札幌支社管掌(現任)

常務取締役

技術部・総
合研究所・
清水バイオ
事業所管掌 
十勝総括兼
掌

桜 井   勉 昭和19年２月17日生

昭和43年４月 当社入社

(注)２ 24

平成11年４月 人事部長

平成14年６月 取締役就任

平成16年６月 芽室製糖所長

平成18年６月 常務取締役就任(現任) 

技術部・総合研究所管掌 十勝総

括兼掌(現任)

平成19年４月 清水バイオ事業所管掌(現任)

取締役

管理部長 

事務部・経

理部担当

柴 田 敏 郎 昭和17年９月５日生

昭和36年４月 当社入社

(注)２ 26

平成12年４月 芽室製糖所副製糖所長

平成12年６月 総務部長

平成16年６月 取締役就任(現任)士別製糖所長

平成18年６月 総務部長 人事部担当

平成19年４月 管理部長(現任) 

事務部・経理部担当(現任)

取締役
士別製糖所
長

南 部 哲 男 昭和20年２月13日生

昭和45年４月 当社入社

(注)２ 22
平成12年４月 総合研究所副所長

平成16年６月 取締役就任(現任)総合研究所長

平成18年６月 士別製糖所長(現任)

取締役
札 幌 支 社

長
橋 本 忠 満 昭和20年12月12日生

昭和43年４月 当社入社

(注)２ 27

平成12年４月 美幌製糖所副製糖所長

平成13年４月 芽室製糖所副製糖所長

平成16年６月 取締役就任(現任)農務部長

平成18年６月 十勝鉄道株式会社代表取締役社長

就任(現任)

平成19年６月 札幌支社長(現任)



 
(注) １ 監査役江間俊夫、蓮沼隆は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役の任期は平成18年３月期に係る株主総会終結のときから平成20年３月期に係る定時株主総会終結のと

きまでであります。 

３ 監査役の任期は平成19年３月期に係る株主総会終結のときから平成23年３月期に係る定時株主総会終結のと

きまでであります。 

４ 監査役の任期は平成17年３月期に係る株主総会終結のときから平成21年３月期に係る定時株主総会終結のと

きまでであります。 

  

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) 基本的な考え方 

当社グループは、競争力の強化、企業の社会性の観点からコーポレート・ガバナンスの充実に努め、経

営のさらなる効率化、意思決定の迅速化を図るとともに、コンプライアンス体制を構築してまいります。

コンプライアンス体制に関しては、平成14年７月に企業行動指針を制定し、企業行動委員会、倫理法令

遵守に関する内部通報相談窓口を設け、倫理法令遵守の精神の徹底に努めております。 

  

(2) 会社の機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

①取締役会 

当社では、取締役会を業務執行に関する意思決定の中枢として位置付けており、取締役会の機能を

活性化させることにより、意思決定の迅速化と効率化を図っております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
財務企画 

室長
井 上 建 雄 昭和22年２月10日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 18

平成12年４月 企画部部長

平成15年６月 企画部長

平成16年６月 取締役就任(現任)

平成18年６月 経理部担当

平成19年４月 財務企画室長(現任)

取締役
芽室製糖所
長

堀     勇 昭和21年12月20日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 44
平成12年４月 芽室製糖所副製糖所長

平成16年６月 取締役就任(現任) 美幌製糖所長

平成18年６月 芽室製糖所長(現任)

取締役
総合研究所
長・飼料事
業部長

井 村 悦 夫 昭和20年５月21日生

昭和44年４月 当社入社

(注)２ 16
平成15年４月 飼料事業部長(現任)

平成18年６月 取締役就任(現任) 総合研究所長

(現任)

取締役
美幌製糖所
長

中 村 憲 治 昭和23年５月３日生

昭和48年４月 当社入社

(注)２ 15
平成16年４月 技術部部長

平成18年６月 取締役就任(現任) 美幌製糖所長

(現任)

常勤監査役 横 溝 康 雄 昭和21年11月２日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ 43

平成13年４月 総務部部長

平成16年６月 総務部長

平成19年４月 管理部長

平成19年６月 常勤監査役就任(現任)

常勤監査役 河 西 征四郎 昭和20年９月15日生

昭和43年４月 当社入社

(注)３ 9平成12年６月 芽室製糖所副製糖所長

平成15年６月 常勤監査役就任(現任)

監査役 江 間 俊 夫 昭和16年11月21日生

昭和39年４月 明治乳業株式会社入社

(注)４ 9

平成７年６月 同社取締役就任

平成13年６月 同社監査役就任

平成16年６月 同社監査役退任

平成17年６月 当社非常勤監査役就任(現任)

監査役 蓮 沼  隆 昭和19年１月22日生

昭和44年10月 明治製菓株式会社入社

(注)３ ─

平成11年６月 同社取締役、薬品営業本部副本部

長

平成13年６月 同社執行役員、薬品営業本部長

平成15年６月 同社常勤監査役

平成19年６月 当社非常勤監査役就任(現任)

計 443



取締役会は、原則として毎月１回開催し、必要に応じ臨時取締役会を開催し、機動的な意思決定を

行っております。 

取締役会の決定に基づく業務執行は、諸規程に定められた執行手続きに従い、適正かつ効率的に行

っており、取締役は、取締役会において自らの職務執行状況を適切に報告するとともに、各取締役の

職務の執行を相互に監視・監督しております。 

②監査役会 

当社では、監査役制度を採用しており、監査役の員数は４名で、うち２名は会社法第２条第16号に

定める社外監査役であります。 

監査役会は、原則として毎月１回開催し、各監査役より報告を受け、協議、検討しております。 

監査役は、重要会議への出席、事業所・子会社への往査、各部門のヒアリングなどの他、代表取締

役との意見交換や会計監査人、内部監査部門とも連携し、監査の実効性の向上を図るとともに、内部

統制システムの有効性について監査を行っております。 

当社グループは、重大な法令・定款違反の事実を発見した場合、会社の業務や業績に重要な影響を

与える事項については、速やかに監査役に報告し、監査役は代表取締役または取締役会に報告する体

制をとっております。 

③リスク・マネジメント委員会 

コンプライアンス体制およびリスク管理体制の構築は、リスク・マネジメント委員会において行っ

ており、コンプライアンス体制の運用と整備は、企業行動委員会において行い、リスク管理体制の運

用と整備は、危機管理委員会で行っております。 

また、内部通報相談窓口を企業行動委員会に設置し、適切に運用することによって、自ら不正を正

す環境を整備しております。 

④会計監査人 

会計監査につきましては、あずさ監査法人の監査を受けております。 

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、堀之北重久、望月正芳の２名であり、その補助者は

公認会計士４名、会計士補等10名であります。 

⑤社外取締役および社外監査役 

当社は社外取締役を選任しておりません。 

社外監査役２名と当社の間には、特別な利害関係はありません。 

⑥監査課 

内部監査部門として監査課を置き、グループ会社も含め、内部監査を実施しております。 

監査役が内部統制システムの有効性について監査を行うとともに、監査課においては、実地監査を

通じ、コンプライアンス体制およびリスク管理体制の整備の状況を検証しております。 

  

コーポレート・ガバナンスおよびリスク管理に関する体制は、次のとおりであります。 

  



 

  

(3) 役員報酬の内容 

当連結会計年度中に取締役に支払った報酬総額は151百万円、監査役に支払った報酬総額は30百万円で

あります。 

  

(4) 監査報酬の内容 

公認会計士法(昭和23年法律第103号)第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は29百万円(契約額)で

あり、それ以外の報酬はありません。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

 また、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月16日 内閣府令第88号）附

則第３項のただし書きにより、改正後の連結財務諸表規則を早期に適用しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

 また、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月16日 内閣府令第88号）附則第

３項のただし書きにより、改正後の財務諸表等規則を早期に適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年

４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連

結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,828 7,833

 ２ 受取手形及び売掛金 ※６ 6,533 6,768

 ３ 有価証券 3,499 2,996

 ４ たな卸資産 21,036 20,075

 ５ 繰延税金資産 457 556

 ６ 未収入金 4,875 5,235

 ７ その他 178 221

    貸倒引当金 △3 △2

  流動資産合計 47,405 46.6 43,685 46.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物及び構築物
※２ 
※５

28,975 29,252

     減価償却累計額 △15,651 13,323 △16,262 12,989

    機械装置及び運搬具 ※５ 43,262 43,642

     減価償却累計額 △34,306 8,955 △35,357 8,284

    土地
※２ 
※５

5,188 5,296

    建設仮勘定 133 68

    その他 ※５ 2,727 2,603

     減価償却累計額 △2,442 285 △2,308 295

   有形固定資産合計 27,886 27.4 26,934 28.5

 ２ 無形固定資産 ※５ 183 0.2 124 0.1

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券
※１ 
※２

25,466 22,984

    長期貸付金 426 391

    繰延税金資産 2 2

    その他 446 490

     貸倒引当金 △1 △3

   投資その他の資産合計 26,340 25.8 23,866 25.2

  固定資産合計 54,410 53.4 50,925 53.8

 資産合計 101,816 100.0 94,610 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金
※２ 
※６

2,106 1,455

 ２ 短期借入金 ※２ 14,739 10,647

 ３ 未払法人税等 696 1,066

 ４ その他 ※２ 4,641 4,871

  流動負債合計 22,184 21.8 18,040 19.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※２ 1,524 1,140

 ２ 繰延税金負債 7,280 6,170

 ３ 退職給付引当金 4,165 4,102

 ４ 役員退職慰労引当金 197 4

 ５ 預り保証金 ※２ 4,645 4,182

 ６ その他 ※２ 1,245 1,410

  固定負債合計 19,060 18.7 17,012 17.9

 負債合計 41,244 40.5 35,052 37.0

 少数株主持分

  少数株主持分 ― ― ― ―

 資本の部

Ⅰ 資本金 ※４ 8,279 8.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 8,405 8.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 34,868 34.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 10,104 9.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４ △1,086 △1.1 ― ―

 資本合計 60,571 59.5 ― ―

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計

101,816 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 純資産の部

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,279 8.8

 ２ 資本剰余金 ― ― 8,406 8.9

 ３ 利益剰余金 ― ― 35,672 37.7

 ４ 自己株式 ― ― △1,432 △1.5

  株主資本合計 ― ― 50,925 53.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 8,632 9.1

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 0 0.0

  評価・換算差額等合計 ― ― 8,632 9.1

 純資産合計 ― ― 59,558 63.0

 負債純資産合計 ― ― 94,610 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 52,907 100.0 55,559 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 36,910 69.8 38,595 69.5

  売上総利益 15,997 30.2 16,964 30.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売費 ※２ 11,589 11,443

 ２ 一般管理費 ※２ 2,484 14,073 26.6 2,619 14,062 25.3

  営業利益 1,923 3.6 2,901 5.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 39

 ２ 受取配当金 202 250

 ３ 持分法による投資利益 31 ―

 ４ その他 97 341 0.6 105 396 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 250 251

 ２ 固定資産処分損 166 180

 ３ その他 34 451 0.8 42 474 0.8

  経常利益 1,813 3.4 2,822 5.1

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※３ 94 86

 ２ 投資有価証券売却益 ― 24

 ３ 振興資金助成金 263 ―

 ４ 精製糖助成金 68 ―

 ５ 貸倒引当金戻入額 0 ―

 ６ その他 ※４ 37 464 0.9 24 135 0.2

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※５ 13 113

 ２ 減損損失 ※６ 73 87 0.2 ― 113 0.2

  税金等調整前 
  当期純利益

2,190 4.1 2,844 5.1

  法人税、住民税 
  及び事業税

762 1,482

  法人税等調整額 70 833 1.5 △205 1,277 2.3

  当期純利益 1,357 2.6 1,567 2.8



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 8,405

Ⅱ 資本剰余金増加高

   自己株式処分差益 0 0

Ⅲ 資本剰余金期末残高 8,405

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 34,279

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 1,357 1,357

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 742

 ２ 役員賞与 
   (うち監査役賞与)

26
(1)

768

Ⅳ 利益剰余金期末残高 34,868



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

 
  

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本 
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本

合計

その他
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,279 8,405 34,868 △1,086 50,467 10,104 ― 10,104 60,571

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 △737 △737 △737

 役員賞与 △26 △26 △26

 自己株式の取得 △347 △347 △347

 自己株式の処分 0 0 1 1

 当期純利益 1,567 1,567 1,567

 株主資本以外の項目の 
 変動額(純額)

△1,472 0 △1,472 △1,472

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

― 0 804 △346 458 △1,472 0 △1,472 △1,013

平成19年３月31日残高(百万円) 8,279 8,406 35,672 △1,432 50,925 8,632 0 8,632 59,558



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前当期純利益 2,190 2,844

 ２ 減価償却費 2,867 2,728

 ３ 減損損失 73 ―

 ４ 持分法による投資利益 △31 ―

 ５ 貸倒引当金の増加額(又は減少額△) △0 1

 ６ 退職給付引当金の増加額(又は減少額△) △229 △63

 ７ 役員退職慰労引当金の増加額
   (又は減少額△)

43 △62

 ８ 受取利息及び配当金 △212 △290

 ９ 支払利息 250 251

 10 投資有価証券売却益 △0 △24

 11 有形固定資産売却損益 △94 △85

 12 有形固定資産除却損 77 97

 13 振興資金助成金 △263 ―

 14 移転補償金 △16 ―

 15 売上債権の減少額(又は増加額△) 105 △237

 16 たな卸資産の減少額(又は増加額△) 3,541 961

 17 前払費用の減少額(又は増加額△) 0 △24

 18 未収入金の減少額(又は増加額△) 588 △359

 19 仕入債務の増加額(又は減少額△) 702 △650

 20 未払消費税の増加額(又は減少額△) 0 △22

 21 役員賞与の支払額 △26 △26
 22 その他 8 △55

   小計 9,575 4,982

 23 利息及び配当金の受取額 212 288
 24 利息の支払額 △214 △207

 25 災害による保険金収入 59 8
 26 法人税等の支払額(△)又は還付額 4 △1,114

   営業活動によるキャッシュ・フロー 9,636 3,957

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
 １ 定期預金の預入による支出 △230 △6,325

 ２ 定期預金の払戻による収入 130 6,430

 ３ 有価証券の取得による支出 ― △5,991

 ４ 有価証券の売却による収入 ― 2,996

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △57 △3

 ６ 投資有価証券の売却による収入 0 33

 ７ 有形固定資産の取得による支出 △3,395 △1,588

 ８ 有形固定資産の売却による収入 545 96

 ９ 移転補償金による収入 20 ―

 10 預り保証金の受入れによる収入 0 18

 11 預り保証金の返還による支出 △469 △520
 12 その他 1,140 64

   投資活動によるキャッシュ・フロー △2,316 △4,788

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 １ 短期借入れによる収入 22,980 22,635

 ２ 短期借入金の返済による支出 △25,370 △26,715

 ３ 長期借入れによる収入 200 200

 ４ 長期借入金の返済による支出 △553 △595

 ５ 配当金の支払額 △744 △737

 ６ 自己株式の取得による支出 △316 △347
 ７ 自己株式の売却による収入 0 1

   財務活動によるキャッシュ・フロー △3,803 △5,558

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（又は減少額△） 3,516 △6,389

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 10,680 14,197

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,197 7,808



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項

  すべての子会社を連結しております。

  連結子会社の数     ３社

  主要な連結子会社の名称

   「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記

載しているため省略しております。

１ 連結の範囲に関する事項

  すべての子会社を連結しております。

  連結子会社の数     ３社

  主要な連結子会社の名称

同左

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数 １社

   会社等の名称 関門製糖㈱

２ 持分法の適用に関する事項

 (1) 持分法適用の関連会社数 １社

同左

  (2) 持分法を適用しない関連会社の名称

   てん菜原料糖㈱

  (2) 持分法を適用しない関連会社の名称

同左

  持分法を適用しない理由

   持分法非適用会社は、それぞれ連結純損益および

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体

として重要性がないため、持分法の適用から除外し

ております。

  持分法を適用しない理由

同左

  (3) 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己

の計算において所有しているにもかかわらず関連会

社としなかった当該他の会社等の名称

   ホクト商事㈱

  関連会社としなかった理由

    当社の100％子会社であるニッテン商事㈱は当

該他の会社の議決権の約23％を所有しております

が、経営に参加していないことから、財務及び経

営方針について全く影響を与えておらず、かつ、

同社の仕入取引において上記子会社との取引割合

も僅少であるためであります。

  (3) 他の会社等の議決権の20％以上、50％以下を自己

の計算において所有しているにもかかわらず関連会

社としなかった当該他の会社等の名称

同左

  関連会社としなかった理由

同左

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

   連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致し

ております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項 ４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

     満期保有目的の債券

      償却原価法(定額法)

     その他有価証券

      時価のあるもの

       決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は、移動平均法により算

定)

      時価のないもの

       移動平均法による原価法

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  ① 有価証券

     満期保有目的の債券

同左

     その他有価証券

      時価のあるもの

       決算末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法により

算定)

      時価のないもの

同左



前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  ② デリバティブ

     時価法

  ② デリバティブ

同左

  ③ たな卸資産

 

 

        商品、製品、半製品、仕掛品

      主として総平均法による原価法

     原材料、貯蔵品

      月別総平均法による原価法

  ③ たな卸資産

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

    商品、製品、半製品、仕掛品

             主として総平均法

     原材料、貯蔵品

             月別総平均法

（会計方針の変更）

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が平

成20年３月31日以前に開始する連結会計年度に係る連結

財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連

結会計年度より同会計基準を適用しております。  

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が196百万円減少しております。  

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。  

 当該会計方針の変更が当下半期に行われたのは、棚卸

資産の評価に関する会計基準に係る受入準備が当下半期

に整ったことによります。 

 なお、当中間連結会計期間は従来の方法によっており

ますが、変更後の方法によった場合と比べ、損益に与え

る影響はありません。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   有形固定資産

    定率法によっております。

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

    ただし、平成10年４月１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

   有形固定資産

同左

   無形固定資産

    定額法によっております。

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

   無形固定資産

同左



  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

     債権の取立不能に備えるため下記のとおり計

上しております。

    一般債権

     貸倒実績率法によっております。

    貸倒懸念債権等

     財務内容評価法によっております。

 (3) 重要な引当金の計上基準

   貸倒引当金

     債権の取立不能に備えるため下記のとおり計

上しております。

    一般債権

同左

    貸倒懸念債権等

同左

   退職給付引当金

     従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上しております。

     数理計算上の差異については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額を翌連結会計年度より費用

処理することとしております。

   退職給付引当金

同左

   役員退職慰労引当金

     役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社

所定の基準に基づく期末要支給見込額を計上し

ております。

   役員退職慰労引当金

     連結子会社の役員の退職慰労金の支出に備え

るため、会社所定の基準に基づく期末要支給見

込額を計上しております。

（追加情報）

 連結財務諸表提出会社においては、従来、役員の退職

慰労金の支出に備えて、会社所定の基準に基づく期末要

支給額を計上しておりましたが、平成18年６月29日開催

の株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止を決定

したことに伴い、当連結会計年度より計上しておりませ

ん。  

 この役員退職慰労金制度の廃止に伴い、連結財務諸表

提出会社の前連結会計年度末役員退職慰労引当金残高

181百万円のうち、当連結会計年度中の目的取崩額を除

く金額130百万円については、長期未払金として固定負

債の「その他」に含め、計上しております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

    リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

     為替予約については振当処理を行い、通貨オ

プションについては繰延ヘッジ処理を行ってお

ります。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法

  ① ヘッジ会計の方法

同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

     ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプショ

ン取引

     ヘッジ対象 外貨建金銭債務

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ③ ヘッジ方針

     原材料の輸入に関わる為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替予約取引等を行い、輸入

取引の範囲内で為替変動リスクをヘッジしてお

ります。

  ③ ヘッジ方針

同左

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

     為替予約及び通貨オプションの締結時に、リ

スク管理方針に従って、同一通貨による同一金

額で同一期日の為替予約及び通貨オプションを

対応させているため、その後の為替相場の変動

による相関関係は完全に確保されており、その

判定をもって有効性の判定に代えております。

(決算日における有効性の評価を省略しており

ます。)

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 (6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

    消費税等の会計処理

      消費税および地方消費税は税抜方式によっ

ております。

 (6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

    消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時

価評価法によっております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６ 利益処分項目等の取扱いに関する事項

   連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。

―――――

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

   手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資であります。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左



次へ 

  

会計処理の変更 

  

 
  

  

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が73百万円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除してお

ります。

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は59,558

百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により

作成しております。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 非連結子会社および関連会社に係る注記

    各科目に含まれている関連会社に対するものは

次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 1,115百万円

※１ 非連結子会社および関連会社に係る注記

    各科目に含まれている関連会社に対するものは

次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 1,115百万円

（うち、共同支配企業に対する投資の金額

1,115百万円）

 

※２ 担保資産及び担保付債務

  (1) 有形固定資産のうち一部を下記のとおり担保に

供しております。

商品仕入れ代74百万円および預り保証金・敷金

5,107百万円の担保

土地 99百万円

建物 5,170 〃

計 5,269 〃

  (2) 投資有価証券のうち一部を下記のとおり担保に

供しております。

(イ) 
 

長期借入金(一年以内返済予定の長期借入金
589百万円を含む)2,114百万円の担保

5,942百万円

(ロ)
従業員預り金1,092百万円の 
担保

2,873 〃

(賃金の支払の確保等に関する法律施行規則
第２条第１項第３号に基づくもの)

計 8,816 〃

 

※２ 担保資産及び担保付債務

  (1) 有形固定資産のうち一部を下記のとおり担保に

供しております。

商品仕入れ代34百万円および預り保証金・敷金

4,841百万円の担保

土地 99百万円

建物 4,924 〃

計 5,023 〃

  (2) 投資有価証券のうち一部を下記のとおり担保に

供しております。

(イ)
 

長期借入金(一年以内返済予定の長期借入金
577百万円を含む)1,718百万円の担保

4,582百万円

(ロ)
従業員預り金1,055百万円の 
担保

1,214 〃

(賃金の支払の確保等に関する法律施行規則
第２条第１項第３号に基づくもの)

計 5,796 〃

 

 ３ 偶発債務

    連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

 関門製糖㈱ 106百万円

 ３ 偶発債務

    連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金

に対して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。

 関門製糖㈱ 84百万円

 

※４ 自己株式の保有数

    連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株
式の数は、以下のとおりであります。

 普通株式 5,812千株

   なお、当社の発行済株式総数は、普通株式
153,256千株であります。

――――――

 

※５ 国庫補助金等の受入により固定資産の取得価額か

ら控除している圧縮記帳額

建物 169百万円

構築物 249 〃

機械及び装置 1,978 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 61 〃

ソフトウェア 17 〃

計 2,477 〃
 

※５ 固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

 (1) 国庫補助金等の受入によるもの
建物 169百万円

構築物 249 〃

機械及び装置 1,986 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 61 〃

ソフトウェア 17 〃

計 2,485 〃

 

 (2) 収用等によるもの

土地 12百万円

―――――― ※６ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しております。 
なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ
ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含
まれております。

  受取手形 15百万円

  支払手形 2 〃



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― ※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額

  売上原価 196百万円

※２ 販売費及び一般管理費の主な内訳

  (1) 販売費

  運送・保管費 6,785百万円

  販売促進費 2,709 〃

  賃金・賞与手当 1,043 〃

  退職給付費用 86 〃

  減価償却費 148 〃

※２ 販売費及び一般管理費の主な内訳

  (1) 販売費

  運送・保管費 6,263百万円

  販売促進費 2,808 〃

  賃金・賞与手当 1,084 〃

  退職給付費用 88 〃

  減価償却費 135 〃

  (2) 一般管理費

  賃金・賞与手当 743百万円

  退職給付費用 111 〃

  役員退職慰労引当金繰入額 45 〃

  減価償却費 45 〃

  研究開発費 563 〃

  なお、製造費用には研究開発費は含まれておら

ず、研究開発費の総額は563百万円であります。

  (2) 一般管理費

  賃金・賞与手当 711百万円

  退職給付費用 109 〃

    役員退職慰労引当金繰入額 22 〃

  減価償却費 39 〃

  研究開発費 626 〃

  一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額は631百万円であります。

※３ 固定資産売却益の内訳

  土地 91百万円

  機械及び装置 2 〃

  車両運搬具 1 〃

  工具器具備品 0 〃

※３ 固定資産売却益の内訳

  土地 86百万円

 

 

※４ その他の内訳

  収用に伴う移転補償金 16百万円

  企業立地促進事業補助金 13 〃

  火災保険金差益 8 〃

※４ その他の内訳

  企業立地促進事業補助金 11百万円

  札幌支社移転補償 12 〃

※５ 固定資産処分損の内訳

  建物売却損 0百万円

  建物処分損 9 〃

  構築物処分損 4 〃  

※５ 固定資産処分損の内訳

  建物処分損 99百万円

  構築物処分損 14 〃



次へ 

 
  

 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※６ 減損損失 ――――――

 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 江別市 20百万円

〃 〃 由仁町  41 〃

〃 〃 中札内村  11 〃

計  73 〃

（経緯）

 上記の土地については、いずれも北海道でのビート

糖事業における原料ビートの中間貯蔵場等に利用して

おりましたが、事業合理化に伴い、現在は遊休資産と

なり、今後の利用計画も無いことから帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。

（グルーピングの方法）

 原則として事業部門別に区分し、賃貸用不動産及び

遊休資産については、個々の物件単位でグルーピング

をしております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、固定資産税評価額に基づいた時価により評価して

おります。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加        64,471株 

 市場買付を実施したことによる増加   1,000,000株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少       4,720株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

   
  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 153,256,428 ― ― 153,256,428

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,812,742 1,064,471 4,720 6,872,493

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 737 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 731 5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 10,828百万円

有価証券 3,499  〃  

計 14,327百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△130 〃

現金及び現金同等物 14,197百万円

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 7,833百万円

預入期間が３か月を超える
定期預金

△25 〃  

現金及び現金同等物 7,808百万円

 ２ 重要な非資金取引の内容

    該当事項はありません。

 ２ 重要な非資金取引の内容

    該当事項はありません。



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借手側）

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

機械装置及び
運搬具

  取得価額相当額 391百万円

  減価償却累計額相当額 32 〃

  期末残高相当額 359 〃

    取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

 ２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 28百万円

１年超 330 〃

合計 359 〃

    未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 ３ 支払リース料および減価償却費相当額

  支払リース料 18百万円

  減価償却費相当額 18 〃

４ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

（借手側）

 該当事項はありません。

 

オペレーティング・リース取引

 (貸手側)

  未経過リース料

１年以内 1,033百万円

１年超 11,584 〃

合計 12,617百万円
  

オペレーティング・リース取引

 (貸手側)

  未経過リース料

１年以内 1,033百万円

１年超 10,550 〃

合計 11,584百万円



(有価証券関係) 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っ

ております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

   売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

  当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
  

３ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照
表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの

 株式 6,221 23,209 16,987 6,224 20,739 14,514

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの

 株式 56 54 △1 52 48 △4

合計 6,278 23,264 16,986 6,276 20,787 14,510

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

33 24 ─

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

満期保有目的の債券

 コマーシャル・ペーパー 3,499 2,996

合計 3,499 2,996

その他有価証券

 非上場株式 
 
 優先出資証券 
 

86
 

1,000 
 

81 
 

1,000 
 

合計 1,086 1,081



４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

  

 
  

区分

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

１年以内 １年超 １年以内 １年超
(百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

満期保有目的の債券

 コマーシャル・ペーパー 3,499 ─ 2,996 ─

合計 3,499 ─ 2,996 ─



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

 為替予約取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いており

ます。 

  

当連結会計年度(平成19年３月31日) 

 為替予約取引を行っていますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いており

ます。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の内容及び利用目的等

 主として親会社は通常の営業過程における原材料

の輸入取引に係わる為替相場の変動によるリスクを

軽減するため、為替予約及び通貨オプション取引を

行っております。

１ 取引の内容及び利用目的等

同左

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプション

取引

(1) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ対象   同左

ヘッジ手段   同左

ヘッジ対象 外貨建金銭債務

(2) ヘッジ方針

 原材料の輸入に係わる為替相場の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引等を行い、輸入取引

の範囲内で為替変動リスクをヘッジしておりま

す。

(2) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジの有効性評価の方法

 為替予約及び通貨オプションの締結時に、リス

ク管理方針に従って、同一通貨による同一金額で

同一期日の為替予約及び通貨オプションを対応さ

せているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えております。(決算日にお

ける有効性の評価を省略しております。)

(3) ヘッジの有効性評価の方法

同左

２ 取引に対する取組方針

 為替予約取引及び通貨オプション取引は、仕入契

約金額をヘッジするためのものであり、外貨建金銭

債務の範囲内で行うこととしているため投機目的の

ためのデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。

２ 取引に対する取組方針

同左

３ 取引に係るリスク内容

 為替予約取引及び通貨オプション取引は、為替相

場の変動によるリスクを有しております。

３ 取引に係るリスク内容

同左

４ 取引に係るリスク管理体制

 為替予約取引及び通貨オプション取引の都度「社

内規定」に従い、担当部署において稟議決裁を受け

ております。

４ 取引に係るリスク管理体制

同左



前へ   次へ 

(退職給付関係) 

  

 
  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度(平成18年４月１日～平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度及び確定給付型の適格退

職年金制度を採用し、退職給付信託を設定しており

ます。また、連結子会社(１社)も退職一時金制度を

採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 7,653百万円

  (内訳)

ロ 未認識数理計算上の差異 227 〃

ハ 年金資産 3,367 〃

ニ 前払年金費用 △106 〃

ホ 退職給付引当金 4,165 〃

(注) 連結子会社(１社)は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

２ 退職給付債務に関する事項

イ 退職給付債務 7,365百万円

  (内訳)

ロ 未認識数理計算上の差異 359 〃

ハ 年金資産 3,101 〃

ニ 前払年金費用 △198 〃

ホ 退職給付引当金 4,102 〃

(注) 連結子会社(１社)は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 (注)2 293百万円

ロ 利息費用 158 〃

ハ 期待運用収益 △9 〃

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 110 〃

ホ 退職給付費用 553 〃

(注) １ 上記退職給付費用以外に、割増退職金等14百

万円を支払っております。

   ２ 適格退職年金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

   ３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。

 

３ 退職給付費用に関する事項

イ 勤務費用 (注)2 276百万円

ロ 利息費用 149 〃

ハ 期待運用収益 △10 〃

ニ 数理計算上の差異の費用処理額 45 〃

ホ 退職給付費用 460 〃

(注) １ 上記退職給付費用以外に、割増退職金等25百

万円を支払っております。

   ２ 適格退職年金に対する従業員拠出額を控除し

ております。

   ３ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上しておりま

す。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付債務見込額の期間按分方法
   期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 15年

  (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による按分額を翌連結会計年度から費用処
理する方法によっております。)

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ 退職給付債務見込額の期間按分方法
  期間定額基準

ロ 割引率 2.0％

ハ 期待運用収益率 0.5％

ニ 数理計算上の差異の処理年数 15年

 (発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数による按分額を翌連結会計年度から費用処
理する方法によっております。)



前へ 

(税効果会計関係) 

  

   
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

  未払賞与損金不算入額 272百万円

  退職給付引当金損金算入限度
 超過額

1,804 〃

  その他 406 〃

   繰延税金資産小計 2,483 〃

  評価性引当額 △47 〃

   繰延税金資産合計 2,435 〃

 (繰延税金負債)

  買換資産圧縮積立金 △1,636 〃

  特別償却準備金 △569 〃

  買換資産圧縮特別勘定積立金 △41 〃

  その他有価証券評価差額金 △6,881 〃

  その他 △126 〃

   繰延税金負債合計 △9,255 〃

   繰延税金負債の純額 △6,820 〃  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

  未払賞与損金不算入額 255百万円

 退職給付引当金損金不算入額 1,780 〃

  償却費限度超過額

  その他

158 〃

486 〃

   繰延税金資産小計 2,682 〃

  評価性引当額 △115 〃

   繰延税金資産合計 2,566 〃

 (繰延税金負債)

  買換資産圧縮積立金 △1,644 〃

  特別償却準備金 △461 〃

  買換資産圧縮特別勘定積立金 △27 〃

  その他有価証券評価差額金 △5,878 〃

  その他 △165 〃

   繰延税金負債合計 △8,178 〃

   繰延税金負債の純額 △5,611 〃

(注) 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

  流動資産－繰延税金資産 457百万円

  固定資産－繰延税金資産 2 〃

  固定負債－繰延税金負債 △7,280 〃

(注) 繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

  流動資産－繰延税金資産 556百万円

  固定資産－繰延税金資産 2 〃

  固定負債－繰延税金負債 △6,170 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率 40.5％

  (調整)

  交際費等永久に損金に

  算入されない項目
3.3〃

  受取配当金等永久に益金に

  算入されない項目
△1.5〃

  住民税均等割等 1.6〃

持分法投資利益 △0.6〃

試験研究費特別税額控除等 △3.2〃

  評価性引当額増減 0.6〃

  その他 △2.7〃

   税効果会計適用後の

   法人税等の負担率
38.0〃

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率 40.5％

  (調整)

  交際費等永久に損金に

  算入されない項目
2.8〃

  受取配当金等永久に益金に

  算入されない項目
△1.6〃

  住民税均等割等 1.3〃

試験研究費特別税額控除 △1.4〃

  評価性引当額増減 2.4〃

  その他 0.9〃

   税効果会計適用後の

   法人税等の負担率
44.9〃



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の種類・性質および販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

砂糖事業………ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガー等 

その他食品事業……イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等 

農畜産事業……ビートパルプ、配合飼料、紙筒、種子、調整泥炭、農業機材 

不動産事業……不動産賃貸等 

その他の事業…貨物運送、石油類販売、スポーツ施設・書店営業等 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、40,942 百万円であり、その主なものは、親会

社での余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産等であります。 

  

砂糖事業
(百万円)

その他 
食品事業 
(百万円)

農畜産
事業

(百万円)

不動産
事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

36,667 2,751 10,157 1,311 2,018 52,907 ― 52,907

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 32 0 88 5,295 5,418 (5,418) ―

計 36,669 2,783 10,157 1,400 7,314 58,325 (5,418) 52,907

営業費用 36,686 2,572 9,119 756 7,265 56,401 (5,417) 50,983

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△17 211 1,037 643 48 1,924 (1) 1,923

Ⅱ 資産、減価償却費、
減損損失及び
資本的支出

  資産 38,427 3,351 7,847 9,262 1,984 60,873 40,942 101,816

  減価償却費 1,583 292 323 449 139 2,787 79 2,867

  減損損失 53 ― 20 ― ― 73 ― 73

  資本的支出 2,632 56 213 3 455 3,362 21 3,383



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分は製品の種類・性質および販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

砂糖事業………ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガー等 

その他食品事業……イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等 

農畜産事業……ビートパルプ、配合飼料、紙筒、種子、調整泥炭、農業機材 

不動産事業……不動産賃貸等 

その他の事業…貨物運送、石油類販売、スポーツ施設・書店営業等 

３ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、35,130百万円であり、その主なものは、親会社

での余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)および管理部門に係る資産等であります。 

４「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する事項 (1)重要な資産の評価基

準及び評価方法 ③たな卸資産（会計方針の変更）」に記載の通り、当連結会計年度から「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用しておりま

す。この変更に伴い、従来の方法と比較し、当連結会計年度における「砂糖事業」の営業利益は192百万

円、資産は114百万円、「その他食品事業」の営業利益は4百万円、資産は2百万円それぞれ減少しておりま

す。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)および当連結会計年度(自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日)において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重

要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)および当連結会計年度(自 平成18年

４月１日 至 平成19年３月31日)において、海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、記

載を省略しております。 

  

砂糖事業
(百万円)

その他 
食品事業 
(百万円)

農畜産
事業

(百万円)

不動産
事業

(百万円)

その他の
事業

(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

(1)外部顧客に
対する売上高

39,265 2,667 10,279 1,328 2,016 55,559 ─ 55,559

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 25 0 81 5,323 5,433 (5,433) ─

計 39,268 2,693 10,279 1,409 7,340 60,993 (5,433) 55,559

営業費用 37,694 2,760 9,661 683 7,290 58,090 (5,432) 52,658

  営業利益又は 
  営業損失(△)

1,574 △66 618 726 50 2,902 (1) 2,901

Ⅱ 資産、減価償却費
及び資本的支出

  資産 36,391 3,871 8,130 9,215 1,871 59,479 35,130 94,610

  減価償却費 1,619 211 297 386 131 2,646 81 2,728

  資本的支出 1,009 81 249 46 65 1,452 395 1,848



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

   役員及び個人主要株主等 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１ 舗装工事発注については、東光舗道㈱以外からも複数の見積もりを入手し、市場の実勢価格を勘案して発

注先及び価格を決定しております。 

   ２ 当社常勤監査役河西征四郎及びその近親者が議決権の過半数を直接保有しております。 

   ３ 取引金額には消費税等を含めておりません。 

  

(企業結合等関係) 

 当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権の
所有（被所
有）割合

（％）

関係内容
取引の 
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
(百万円）役員の 

兼任等
事業上 
の関係

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有して
いる会社等

東光舗道㈱ 帯広市 45 舗装工事 なし なし 当社発
注舗装
工事の
請負。

舗装工事
請負

1 ― ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 410円64銭 １株当たり純資産額 406円86銭

１株当たり当期純利益 ８円99銭 １株当たり当期純利益 10円65銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前連結会計年度

(平成18年３月31日)
当連結会計年度 

(平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 59,558

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 59,558

差額の主な内訳（百万円） ─ ―

普通株式の発行済株式数（千株） ― 153,256

普通株式の自己株式数（千株） ― 6,872

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） ― 146,383

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益（百万円） 1,357 1,567

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,331 1,567

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円） 
 利益処分による役員賞与金

26 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） 26 ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 148,050 147,139



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 返済開始まで無利息、以後は1.5％、2.0％。 

２ 平均利率については借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

３ 長期借入金およびその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものおよび従業員預り金を除く)の連結決算日

後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 14,150 10,070 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 589 577 1.6 ―

長期借入金 
(１年以内に返済予定のものを除
く)

1,524 1,140 1.4
平成20年６月20日～
 平成23年12月20日

その他の有利子負債

従業員預り金 1,092 1,055 0.6 ―

預り保証金(１年以内) 369 371 （注）１ ―

預り保証金(１年超) 2,527 2,157 （注）１
平成25年10月31日、
 平成32年10月31日

合計 20,254 15,373 ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 512 340 212 75

その他の有利子 
負債

370 370 370 370



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資産の部

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 10,561 7,507

 ２ 受取手形 ※９ 130 129

 ３ 売掛金 6,372 6,610

 ４ 有価証券 3,499 2,996

 ５ 商品 46 43

 ６ 製品 13,564 15,721

 ７ 半製品 15 12

 ８ 原材料 1,169 1,258

 ９ 仕掛品 4,970 1,744

 10 貯蔵品 1,045 1,036

 11 前払費用 30 52

 12 繰延税金資産 427 540

 13 未収消費税 515 348

 14 未収入金 4,360 4,887

 15 その他 105 117

    貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 46,812 47.1 43,006 46.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

    建物
※２ 
※７

21,175 21,439

     減価償却累計額 △10,318 10,856 △10,743 10,695

    構築物 ※７ 6,870 6,885

     減価償却累計額 △5,125 1,744 △5,271 1,613

    機械及び装置 ※７ 40,186 40,575

     減価償却累計額 △31,723 8,462 △32,725 7,850

    車両運搬具 ※７ 267 269

     減価償却累計額 △210 57 △210 58

    工具器具備品 ※７ 2,635 2,515

     減価償却累計額 △2,367 267 △2,235 279

    土地
※２ 
※７

5,114 5,221

    建設仮勘定 133 68

   有形固定資産合計 26,635 26.8 25,788 28.0

 ２ 無形固定資産

    特許権 6 5

    ソフトウェア ※７ 127 73

    施設利用権 29 27

    その他 11 9

   無形固定資産合計 175 0.2 116 0.1

 ３ 投資その他の資産

    投資有価証券 ※３ 23,764 21,326

    関係会社株式 1,041 1,041

    出資金 9 9

    従業員長期貸付金 10 14

    関係会社長期貸付金 416 377

    長期前払費用 93 68

    その他 332 403

     貸倒引当金 △0 △2

   投資その他の資産合計 25,667 25.9 23,237 25.2

  固定資産合計 52,478 52.9 49,142 53.3

 資産合計 99,291 100.0 92,149 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

負債の部

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,966 1,315

 ２ 短期借入金 ※１ 15,170 11,210

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金

※３ 589 577

 ４ 未払金 301 506

 ５ 未払費用 2,443 2,444

 ６ 未払法人税等 634 1,043

 ７ 預り金 43 51

 ８ 従業員預り金 ※３ 1,092 1,055

 ９ その他 ※２ 597 597

  流動負債合計 22,837 23.0 18,801 20.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※３ 1,524 1,140

 ２ 繰延税金負債 7,145 6,057

 ３ 退職給付引当金 4,161 4,097

 ４ 役員退職慰労引当金 181 ―

 ５ 預り保証金 ※２ 4,529 4,079

 ６ その他 ※２ 1,180 1,347

  固定負債合計 18,723 18.9 16,722 18.2

 負債合計 41,561 41.9 35,524 38.6



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

資本の部

Ⅰ 資本金 ※４ 8,279 8.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 8,404 ―

 ２ その他資本剰余金

    自己株式処分差益 0 0 ― ―

  資本剰余金合計 8,405 8.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 2,069 ―

 ２ 任意積立金

    配当準備積立金 2,700 ―

    設備拡張積立金 1,200 ―

    買換資産圧縮積立金 2,300 ―

    特別償却準備金 708 ―

    別途積立金 18,516 25,424 ― ―

 ３ 当期未処分利益 4,640 ―

  利益剰余金合計 32,134 32.3 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 9,996 10.1 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５ △1,086 △1.1 ― ―

 資本合計 57,730 58.1 ― ―

 負債資本合計 99,291 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 純資産の部

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 8,279 9.0

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 8,404

    その他資本剰余金 ― 1

   資本剰余金合計 ― ― 8,406 9.1

 ３ 利益剰余金

    利益準備金 ― 2,069

    その他利益剰余金

     配当準備積立金 ― 2,700

     設備拡張積立金 ― 1,200

     買換資産圧縮積立金 ― 2,278

     特別償却準備金 ― 678

     買換資産圧縮 
     特別勘定積立金

― 40

     別途積立金 ― 18,516

     繰越利益剰余金 ― 5,337

   利益剰余金合計 ― ― 32,821 35.6

 ４ 自己株式 ― ― △1,432 △1.6

  株主資本合計 ― ― 48,074 52.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 8,550 9.3

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 0 0.0

  評価・換算差額等合計 ― ― 8,550 9.3

 純資産合計 ― ― 56,624 61.4

 負債純資産合計 ― ― 92,149 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 売上高 ※２ 50,463 50,463 100.0 53,133 53,133 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品・製品期首たな卸高 12,183 13,610

 ２ 当期製品製造原価 61,448 57,588

 ３ 当期商品仕入高 589 621

 ４ 副業部門売上原価 673 623

合計 74,895 72,444

 ５ 交付金 25,921 19,633

 ６ 他勘定振替高 ※３ 153 150

 ７ 商品・製品期末たな卸高 13,610 15,980

 ８ 棚卸資産簿価切下額 ※１ ― 35,211 69.8 224 36,905 69.5

  売上総利益 15,252 30.2 16,227 30.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 販売費 ※４ 11,192 11,039

 ２ 一般管理費 ※４ 2,333 13,525 26.8 2,476 13,516 25.4

  営業利益 1,726 3.4 2,711 5.1

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 34

 ２ 受取配当金 197 242

 ３ 受取保険配当金 20 13

 ４ その他 58 286 0.6 80 370 0.7

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 256 261

 ２ 固定資産処分損 157 177

 ３ その他 19 433 0.9 27 466 0.9

  経常利益 1,579 3.1 2,614 4.9

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※５ 94 86

 ２ 投資有価証券売却益 ― 24

 ３ 振興資金助成金 263 ―

 ４ 精製糖助成金 68 ―

 ５ その他 ※６ 32 459 0.9 24 134 0.3

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産処分損 ※７ 13 116

 ２ 減損損失 ※８ 73 87 0.1 ― 116 0.2

  税引前当期純利益 1,951 3.9 2,632 5.0

  法人税、住民税 
  及び事業税

684 1,400

  法人税等調整額 91 775 1.6 △215 1,184 2.3

  当期純利益 1,175 2.3 1,448 2.7

  前期繰越利益 3,434

  事業再編剰余金受入 29

  当期未処分利益 4,640



製造原価明細書 

  

 
  

(注) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

 原材料費 44,948 80.1 43,171 78.8

 労務費 5,165 9.2 5,073 9.3

 経費 ※１ 5,993 10.7 6,565 11.9

  当期総製造費用 56,107 100.0 54,810 100.0

 期首半製品 82 15

 期首仕掛品 10,672 4,970

 期末半製品 15 12

 期末仕掛品 4,970 1,754

 他勘定振替高 ※２ 427 440

  当期製品製造原価 61,448 57,588

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ このうち減価償却費1,957百万円があります。

※２ 他勘定振替高の内訳

原材料 366百万円

販売費及び一般管理費 60 〃

その他 1 〃

計 427 〃

※１ このうち減価償却費1,914百万円があります。

※２ 他勘定振替高の内訳

原材料 384百万円

販売費及び一般管理費 55 〃

その他 1 〃

計 440 〃

(原価計算の方法)

   原価計算は総合原価計算によっております。

(原価計算の方法)

   原価計算は総合原価計算によっております。



③ 【利益処分計算書】 

  

 
  

            (注) 

  

 
  

株主総会承認年月日
前事業年度

(平成18年６月29日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 4,640

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 買換資産圧縮積立金
   取崩額

40

 ２ 特別償却準備金取崩額 124 164

合計 4,804

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 ※１ 737

 ２ 役員賞与金 
   (うち監査役賞与金)

25
(1)

 ３ 任意積立金

    買換資産圧縮積立金 1

    特別償却準備金 252

    買換資産圧縮 
    特別勘定積立金

61 1,077

Ⅳ 次期繰越利益 3,727

前事業年度
(平成18年６月29日)

※１ 発行済株式の総数から自己株式(5,812,742株)を

除いて計算しております。



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

   

   
 （注）その他利益剰余金の内訳 

   
※ 剰余金の配当△737百万円、利益処分による役員賞与△25百万円、買換資産圧縮積立金の取崩のうち△40百万円、買

換資産圧縮積立金の繰入のうち1百万円、特別償却準備金の取崩のうち△124百万円、特別償却準備金の繰入252百万

円、買換資産圧縮特別勘定積立金の繰入のうち61百万円は前期の定時株主総会における利益処分による増減でありま

す。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他 
利益剰余金

利益剰余金
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 8,279 8,404 0 8,405 2,069 30,065 32,134

事業年度中の変動額

 その他利益剰余金の変動額 
 （純額）

686 686

 自己株式の取得

 自己株式の処分 0 0

 株主資本以外の項目の変動額 
 (純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0 ― 686 686

平成19年３月31日残高(百万円) 8,279 8,404 1 8,406 2,069 30,751 32,821

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価
証券評価 
差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △1,086 47,733 9,996 ― 9,996 57,730

事業年度中の変動額

 その他利益剰余金の変動額 
 （純額）

686 686

 自己株式の取得 △347 △347 △347

 自己株式の処分 0 1 1

 株主資本以外の項目の変動額 
 (純額)

△1,446 0 △1,446 △1,446

事業年度中の変動額合計(百万円) △346 340 △1,446 0 △1,446 △1,105

平成19年３月31日残高(百万円) △1,432 48,074 8,550 0 8,550 56,624

配当準備 
積立金

設備拡張 
積立金

買換資産
圧縮積立金

特別償却
準備金

買換資産
圧縮特別 

勘定積立金
別途積立金

繰越利益 
剰余金

その他利益
剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,700 1,200 2,300 708 ― 18,516 4,640 30,065

事業年度中の変動額

 取崩 △83 △282 △61 427 ―

 繰入 62 252 102 △417 ―

 剰余金の配当 △737 △737

 利益処分による役員賞与 △25 △25

 当期純利益 1,448 1,448

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― △21 △30 40 ― 697 686

平成19年３月31日残高(百万円) 2,700 1,200 2,278 678 40 18,516 5,337 30,751



重要な会計方針 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券

   償却原価法(定額法)

  子会社及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による原価法

１ 有価証券の評価基準及び評価方法

  満期保有目的の債券

同左

  子会社及び関連会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

   時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

 
 

  商品、製品、半製品、仕掛品

   総平均法による原価法

  原材料、貯蔵品

   月別総平均法による原価法

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法

   評価方法は原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。

    商品、製品、半製品、仕掛品
  総平均法

  原材料、貯蔵品

  月別総平均法

（会計方針の変更）

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準
委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）が平
成20年３月31日以前に開始する事業年度に係る財務諸表
から適用できることになったことに伴い、当事業年度よ
り同会計基準を適用しております。 
 この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総
利益、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が224
百万円減少しております。 
 当該会計方針の変更が当下半期に行われたのは、棚卸
資産の評価に関する会計基準に係る受入準備が当下半期
に整ったことによります。  
 なお、当中間会計期間は従来の方法によっております
が、変更後の方法によった場合と比べ、損益に与える影
響はありません。

４ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

    定率法によっております。

    なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

    ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)については、定額法によっ

ております。

４ 固定資産の減価償却の方法

  有形固定資産

同左

  無形固定資産

    定額法によっております。

    なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。

    ただし、ソフトウェア(自社利用分)について

は、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

  無形固定資産

同左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 引当金の計上基準

  貸倒引当金

    債権の取立不能に備えるため下記のとおり計上

しております。

   一般債権

    貸倒実績率法によっております。

   貸倒懸念債権等

    財務内容評価法によっております。

５ 引当金の計上基準

  貸倒引当金

    債権の取立不能に備えるため下記のとおり計上

しております。

   一般債権

同左

   貸倒懸念債権等

同左

  退職給付引当金

    従業員の退職給付に備えるため当事業年度末に

おける退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

    数理計算上の差異については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)

による按分額を翌期より費用処理することとして

おります。

  退職給付引当金

同左

  役員退職慰労引当金

    役員の退職慰労金の支出に備えるため、会社所

定の基準に基づく期末要支給見込額を計上してお

ります。

  役員退職慰労引当金

―――――

（追加情報）

従来、役員の退職慰労金の支出に備えて、会社所定の
基準に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平
成18年６月29日開催の株主総会において、役員退職慰労
金制度の廃止を決定したことに伴い、当事業年度より計
上しておりません。 
 この役員退職慰労金制度の廃止に伴い、前事業年度末
役員退職慰労引当金残高181百万円のうち、当事業年度
中の目的取崩額を除く金額130百万円については、長期
未払金として固定負債の「その他」に含め計上しており
ます。

６ リース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

６ リース取引の処理方法

同左



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

    為替予約については振当処理を行い、通貨オプ

ションについては繰延ヘッジ処理を行っておりま

す。

７ ヘッジ会計の方法

 (1) ヘッジ会計の方法

同左

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプション

取引

    ヘッジ対象 外貨建金銭債務

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 (3) ヘッジ方針

    原材料の輸入に係わる為替相場の変動リスクを

回避する目的で為替予約取引等を行い、輸入取引

の範囲内で為替変動リスクをヘッジしておりま

す。

 (3) ヘッジ方針

同左

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

    為替予約及び通貨オプションの締結時に、リス

ク管理方針に従って、同一通貨による同一金額で

同一期日の為替予約及び通貨オプションを対応さ

せているため、その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えております。(決算日にお

ける有効性の評価を省略しております。)

 (4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税および地方消費税は税抜方式によってお

ります。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準  
 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」
（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意
見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第６号）を適用しております。  
 これにより税引前当期純利益が73百万円減少してお
ります。  
 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸
表等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して
おります。

―――――

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第
８号）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
56,624百万円であります。 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財
務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており
ます。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

短期借入金 1,120百万円
 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

短期借入金 1,190百万円

 

※２ 有形固定資産のうち下記のとおり担保に供してお

ります。

  (イ)子会社の仕入取引の保証74百万円および預り保

証金・敷金の保証12百万円の担保

土地 31百万円

  (ロ)預り保証金・預り敷金5,094百万円の担保

土地 68百万円

建物 5,132 〃

計 5,200 〃

 

※２ 有形固定資産のうち下記のとおり担保に供してお

ります。

  (イ)子会社の仕入取引の保証34百万円および預り保

証金・敷金の保証11百万円の担保

土地 31百万円

  (ロ)預り保証金・預り敷金4,830百万円の担保

土地 68百万円

建物 4,887 〃

計 4,955 〃

※３ 投資有価証券のうち下記のとおり担保に供してお

ります。

(イ)長期借入金(一年以内返済予定の長期借入金589
百万円を含む)2,114百万円の担保

5,942百万円

(ロ)従業員預り金1,092百万円の担保 2,873 〃

(賃金の支払の確保等に関する法律施行規則第
２条第１項第３号に基づくもの)

計 8,816 〃

※３ 投資有価証券のうち下記のとおり担保に供してお

ります。

(イ)長期借入金(一年以内返済予定の長期借入金577
百万円を含む)1,718百万円の担保

4,582百万円

(ロ)従業員預り金1,055百万円の担保 1,214 〃

(賃金の支払の確保等に関する法律施行規則第
２条第１項第３号に基づくもの)

計 5,796 〃

※４ 会社が発行する株式

     普通株式                  200,000千株

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることになっております。

   発行済株式数

     普通株式                    153,256千株

―――――

※５ 自己株式の保有数

     普通株式                       5,812千株

―――――

 ６ 偶発債務

(イ)スズラン企業㈱の仕入商品代金に対する

債務保証 74百万円

(ロ)スズラン企業㈱の短期借入金に対する債務

保証 100 〃

計 174 〃

(ハ)関門製糖㈱の長期借入金に対する債務

保証 106 〃

 ６ 偶発債務

(イ)スズラン企業㈱の仕入商品代金に対する

債務保証 34百万円

(ロ)スズラン企業㈱の短期借入金に対する債務

保証 50 〃

計 84 〃

(ハ)関門製糖㈱の長期借入金に対する債務

保証 84 〃

※７ 国庫補助金等の受入により固定資産の取得価額か

ら控除している圧縮記帳額

建物 169百万円

構築物 249 〃

機械及び装置 1,978 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 61 〃

ソフトウェア 17 〃

計 2,477 〃

※７ 固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額

    (イ)国庫補助金等の受入によるもの

建物 169百万円

構築物 249 〃

機械及び装置 1,986 〃

車両運搬具 0 〃

工具器具備品 61 〃

ソフトウェア 17 〃

計 2,485 〃

 

 

  (ロ)収用等によるもの

土地 12百万円



 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 ８ 配当制限

   有価証券の時価評価により、純資産額が9,996百

万円増加しております。

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されており

ます。

―――――

――――― ※９ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。 

 なお、当期末日が金融機関の休日であったため、

次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 7百万円

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――― ※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額の内訳

製品 214百万円

仕掛品 10 〃

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

    売上高            10,488百万円

※２ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

    売上高            10,445百万円

※３ 他勘定振替高の内訳

商品・製品の自家消費高 153百万円

※３ 他勘定振替高の内訳

商品・製品の自家消費高 150百万円

 

※４ 販売費及び一般管理費の主な内訳

(1) 販売費

  運送・保管費 6,725百万円

  販売促進費 2,679 〃

  賃金・賞与手当 875 〃

  退職給付費用 84 〃

  減価償却費 129 〃

(2) 一般管理費

  賃金・賞与手当 694百万円

  退職給付費用 110 〃

  役員退職慰労引当金繰入額 39 〃

  減価償却費 39 〃

  研究開発費 563 〃

    なお、製造費用には研究開発費は含まれておら

ず、研究開発費の総額は563百万円であります。

 

※４ 販売費及び一般管理費の主な内訳

(1) 販売費

  運送・保管費 6,189百万円

  販売促進費 2,782 〃

  賃金・賞与手当 911 〃

  退職給付費用 86 〃

  減価償却費 118 〃

(2) 一般管理費

  賃金・賞与手当 666百万円

  退職給付費用 106 〃

  役員退職慰労引当金繰入額 18 〃

  減価償却費 35 〃

  研究開発費 626 〃

    一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額は631百万円であります。

※５ 固定資産売却益の内訳

土地 91百万円

機械及び装置 2 〃

車両運搬具 1 〃

工具器具備品 0 〃

※５ 固定資産売却益の内訳

土地 86百万円

 

※６ その他の内訳

収用に伴う移転補償金 11百万円

企業立地促進事業補助金 13 〃

火災保険差益 8 〃

※６ その他の内訳

企業立地促進事業補助金 11百万円

札幌支社移転補償 12 〃



 
  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加       64,471株 

   市場買付を実施したことによる増加   1,000,000株 

 減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少       4,720株 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※７ 固定資産処分損の内訳

建物売却損 0百万円

建物処分損 9 〃

構築物処分損 4 〃
 

※７ 固定資産処分損の内訳

建物処分損 101百万円

構築物処分損 14 〃

※８ 減損損失 ―――――

 

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 江別市 20百万円

〃 〃 由仁町 41 〃

〃 〃 中札内村 11 〃

計 73 〃

（経緯）

 上記の土地については、いずれも北海道でのビート

糖事業における原料ビートの中間貯蔵場等に利用して

おりましたが、事業合理化に伴い、現在は遊休資産と

なり、今後の利用計画も無いことから帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上しました。

（グルーピングの方法）

 原則として事業部門別に区分し、賃貸用不動産及び

遊休資産については、個々の物件単位でグルーピング

をしております。

（回収可能価額の算定方法等）

回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、固定資産税評価額に基づいた時価により評価して

おります。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 5,812,742 1,064,471 4,720 6,872,493



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(借手側)

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額および期末残高相当額

機械及び装置

  取得価額相当額 391百万円

  減価償却累計額相当額 32 〃

  期末残高相当額 359 〃

    取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

 該当事項はありません。

   

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 28百万円

１年超 330 〃

合計 359 〃

    未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

 

        

 ３ 支払リース料および減価償却費相当額

  支払リース料 24百万円

  減価償却費相当額 24 〃

 

  

 ４ 減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

 

          

 

オペレーティング・リース取引

(貸手側)

 未経過リース料

１年以内 1,008百万円

１年超 10,948 〃

合計 11,956 〃
 

オペレーティング・リース取引

(貸手側)

 未経過リース料

１年以内 1,008百万円

１年超 9,940 〃

合計 10,948 〃



(有価証券関係) 
前事業年度(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  

当事業年度(平成19年３月31日) 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
  

(税効果会計関係) 
  

 
  

(企業結合等関係) 

当事業年度(平成19年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

  未払賞与損金不算入額 254百万円
  退職給付引当金損金 
  算入限度超過額

1,803 〃

  その他 351 〃

   繰延税金資産小計 2,409 〃
  評価性引当額 △47 〃

   繰延税金資産合計 2,361 〃

 (繰延税金負債)

  買換資産圧縮積立金 △1,537 〃

  特別償却準備金 △569 〃

  買換資産圧縮特別勘定積立金 △41 〃

  その他有価証券評価差額金 △6,804 〃

  その他 △126 〃

   繰延税金負債合計 △9,079 〃

   繰延税金負債の純額 △6,717 〃

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

  未払賞与損金不算入額 236百万円

 退職給付引当金損金不算入額  1,779 〃

 償却費限度超過額 156 〃

 その他 449 〃

   繰延税金資産小計 2,622 〃
  評価性引当額 △113 〃

   繰延税金資産合計 2,508 〃

 (繰延税金負債)

  買換資産圧縮積立金 △1,551 〃

  特別償却準備金 △461 〃

  買換資産圧縮特別勘定積立金 △27 〃

  その他有価証券評価差額金 △5,819 〃

  その他 △165 〃

   繰延税金負債合計 △8,025 〃

   繰延税金負債の純額 △5,517 〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため、注記を省略しております。

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率 40.5％

  (調整)

  交際費等永久に損金に

  算入されない項目
2.9〃

  受取配当金等永久に益金に

  算入されない項目
△1.6〃

  住民税均等割等 1.3〃

試験研究費特別税額控除 △1.5〃

  評価性引当額増減 2.5〃

  その他 0.9〃

   税効果会計適用後の

   法人税等の負担率
45.0〃



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益 

 
  

  

(重要な後発事象) 
前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  該当事項はありません。 
  
当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  該当事項はありません。 

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 391円37銭 １株当たり純資産額 386円82銭

１株当たり当期純利益 ７円77銭 １株当たり当期純利益 ９円85銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

項目
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度 

(平成19年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 56,624

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 56,624

差額の主な内訳（百万円） ― ―

普通株式の発行済株式数（千株） ― 153,256

普通株式の自己株式数（千株） ― 6,872

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数（千株） ― 146,383

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益（百万円） 1,175 1,448

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,150 1,448

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円） 
 利益処分による役員賞与金

25 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） 25 ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 148,050 147,139



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【債券】 

  

 
  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券

 その他有価証券

  ㈱みずほフィナンシャル 
  グループ

6,895 5,233

  明治乳業㈱ 3,312,601 3,064

  ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・ 
  グループ

2,188 2,910

  明治製菓㈱ 4,919,001 2,690

  日本通運㈱ 1,388,000 1,025

  ㈱大和証券グループ本社 594,314 845

  ㈱ミレアホールディングス 179,890 784

  ㈱札幌北洋ホールディングス 590 696

三菱商事㈱ 204,668 559

  王子製紙㈱ 804,000 502

  ㈱ほくほくフィナンシャル 
    グループ

1,229,094 499

  日鉄鉱業㈱ 307,200 300

  ㈱りそなホールディングス 581 184

  コカ・コーラウェスト 
  ジャパン㈱

71,185 181

  ソーダニッカ㈱ 352,000 179

  三菱倉庫㈱ 80,041 160

  ㈱三井住友フィナンシャル
グループ

109 116

  その他(34銘柄) 1,316,239 390

計 14,768,597 20,326

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

有価証券

 満期保有目的の債券

大和証券ＳＭＢＣ 
コマーシャル・ペーパー

3,000 2,996

計 3,000 2,996



【その他】 

  

 
  

種類及び銘柄 投資口数等 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価証券

 その他有価証券

ミズホ・プリファード・キャピ
タル(ケイマン)５リミテッド

10口 1,000

計 ― 1,000



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額の主な内訳は下記のとおりであります。 

 
２ 当期減少額の( )内の内書きは、国庫補助金等の受入及び土地収用法の適用を受け、圧縮記帳により取得価

額から直接控除した金額であります。 

３ 無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および「当期

減少額」の記載を省略しております。 

４ 施設利用権の当期末残高および差引当期末残高には償却を行わない電話加入権13百万円を含めております。

５ 長期前払費用の償却方法は、法人税法の規定と同一の基準により均等償却しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 役員退職慰労金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、役員退職慰労金制度の廃止によるものであります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額 
(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末
残高 

(百万円)

有形固定資産

 建物 21,175 464 201 21,439 10,743 599 10,695

 構築物 6,870 55 39 6,885 5,271 179 1,613

 機械及び装置 40,186 1,068
678

 (7)
40,575 32,725 1,623 7,850

 車両運搬具 267 28 26 269 210 23 58

 工具器具備品 2,635 120 239 2,515 2,235 95 279

 土地 5,114 141
34
(12)

5,221 ― ― 5,221

 建設仮勘定 133 1,780 1,844 68 ― ― 68

有形固定資産計 76,381 3,658
3,064
(20)

76,975 51,187 2,521 25,788

無形固定資産

 特許権 － － － 8 3 1 5

 ソフトウェア － － － 223 150 40 73

 施設利用権 － － － 173 145 1 27

 その他 － － － 16 6 2 9

無形固定資産計 － － － 421 305 45 116

長期前払費用 193 19 35 178 110 44 68

建物

 本社 ビジネスセンター建設 265百万円

機械及び装置

 芽室製糖所 白糖分蜜機更新工事 48百万円

 芽室製糖所 計量データ処理システム更新工事 83百万円

 美幌製糖所 白糖分蜜機更新工事 131百万円

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 1 3 ─ ─ 4

役員退職慰労引当金 181 18 69 130 ─



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

(1) 現金及び預金 

  

 
  

(2) 受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 12

預金

普通預金 1,595

大口定期預金 5,900

預金計 7,495

合計 7,507

相手先 金額(百万円)

トキタ種苗㈱ 78

秋田十條化成㈱ 29

渡辺農事㈱ 8

横山食品㈱ 5

北海油脂㈱ 1

その他 5

計 129

決済期日 金額(百万円)

平成19年４月 39

  〃  ５月 39

  〃  ６月 33

  〃  ７月 18

計 129



(3) 売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

 
  

(b) 回収状況および滞留期間 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

(4) 商品 

  

 
  

(5) 製品 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

甜菜耕作者 1,563

ホクレン農業協同組合連合会 1,131

㈱明治フードマテリア 813

ニッテン商事㈱ 749

三菱商事㈱ 266

その他 2,085

計 6,610

期間
前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ)

発生高 
(百万円) 
(Ｂ)

回収高
(百万円) 
(Ｃ)

期末残高
(百万円) 
(Ｄ)

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留日数(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

平成18年４月～ 
平成19年３月

6,372 55,781 55,542 6,610 89.4 42.5

内訳 金額(百万円)

農業機材 41

その他 2

計 43

内訳 金額(百万円)

ビート糖 13,322

ＤＦＡⅢ 785

紙筒 502

ラフィノース・ベタイン等 477

精糖 452

配合飼料 63

種子 36

ビート糖蜜 32

その他 48

計 15,721



(6) 半製品 

半製品12百万円は、ビート糖の半製品であります。 

  

(7) 原材料 

  

 
  

(8) 仕掛品 

  

 
  

(9) 貯蔵品 

  

 
  

(10) 未収入金 

  

 
  

内訳 金額(百万円)

配合飼料原料 373

精糖原料 347

種子原料 316

ＤＦＡⅢ原料 72

紙筒原料 55

その他 93

計 1,258

内訳 金額(百万円)

ビート糖 1,584

ラフィノース・ベタイン等 69

精糖 52

紙筒 24

その他 13

計 1,744

内訳 金額(百万円)

燃料および清浄材料 913

包装材料 52

修繕材料他 70

計 1,036

内訳 金額(百万円)

農畜産業振興機構からの国内産糖交付金 4,770

甜菜価格過不足調整 81

その他 35

計 4,887



負債の部 

(1) 買掛金 

  

 
  

(2) 短期借入金 

  

 
  

(3) 繰延税金負債(固定) 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(百万円)

甜菜耕作者 259

㈱明冶フードマテリア 158

三菱商事㈱ 90

曽我㈱ 83

王子特殊紙㈱ 70

その他 652

計 1,315

借入先 金額(百万円)

農林中央金庫 3,120

㈱みずほ銀行 3,120

㈱三菱東京UFJ銀行 1,170

十勝鉄道㈱ 860

㈱北洋銀行 610

㈱三井住友銀行 430

㈱りそな銀行 430

㈱北陸銀行 360

㈱北海道銀行 280

その他 830

計 11,210

相手先 金額(百万円)

その他有価証券評価差額金 5,819

買換資産圧縮積立金 1,551

その他(繰延税金資産控除後) △1,313

計 6,057



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
10,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券の７種のほ
か、1,000株未満表示の株券を発行することができる。

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき200円

（株券喪失登録）

 株券喪失登録申請料 １枚につき10,000円

 株券登録料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り・
買増し

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店
野村證券株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない
やむを得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は、当社ホームページ(アドレス http://www.nitten.co.jp)に掲載
いたします。

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第108期（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月29日に関東財

務局長に提出 

  

(2) 半期報告書 

中間会計期間 第109期中（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 平成18年12月15日に

関東財務局長に提出 

  

(3) 自己株券買付状況報告書 

平成18年４月10日、平成18年５月15日、平成18年６月８日、平成18年７月11日、平成19年１月12日、

平成19年２月14日に関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

  

平成18年６月29日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御中 
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本甜菜製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本甜菜製糖株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準によ

り連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

  

平成19年６月28日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御中 
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本甜菜製糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、日本甜菜製糖株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４.(1)に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」を適用している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

  

  

平成18年６月29日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御中 
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本甜菜製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本甜菜製糖株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 
 

  

  

平成19年６月28日

日 本 甜 菜 製 糖 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御中 
 

 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本甜菜製糖株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第109期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本甜菜製糖株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な会計方針３．に記載のとおり、会社は当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用

している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。
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